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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）最近５連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移

回次 第73期 第74期 第75期 第76期 第77期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高 (百万円) 44,491 43,804 43,438 46,808 51,321

経常利益 (百万円) 1,888 1,759 2,214 3,058 3,602

当期純利益 (百万円) 2,097 1,474 1,991 3,548 2,357

純資産額 (百万円) 11,866 13,223 15,775 19,063 20,440

総資産額 (百万円) 49,173 45,923 48,797 48,814 48,903

１株当たり純資産額 (円) 139.07 155.03 184.97 221.80 237.97

１株当たり当期純利益金額 (円) 24.61 17.29 23.35 41.63 27.64

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額
(円) － － － － －

自己資本比率 (％) 24.13 28.80 32.33 38.75 41.49

自己資本利益率 (％) 19.92 11.76 13.73 20.46 12.02

株価収益率 (倍) 11.7 13.0 14.1 7.3 10.9

営業活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) 6,551 3,788 3,356 3,022 1,857

投資活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) △599 △313 △483 △620 △1,059

財務活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) △4,677 △5,359 △2,183 △5,867 △1,262

現金及び現金同等物の

期末残高
(百万円) 10,007 8,120 8,820 5,356 4,889

従業員数

〔外、平均臨時雇用者数〕
(名)

1,414

[233]

1,395

[261]

1,411

[270]

1,403

[303]

1,390

[314]

　（注）１　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。

３　平成19年３月期から、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年

12月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指

針第８号　平成17年12月９日）を適用しております。

４　平成18年３月期から単位未満の表示を切り捨てから四捨五入に変更しております。なお、平成17年３月期以前

は単位未満の表示を切り捨てのまま記載しております。
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(2）提出会社の最近５事業年度に係る主要な経営指標等の推移

回次 第73期 第74期 第75期 第76期 第77期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高 (百万円) 40,211 39,220 38,889 42,183 46,866

経常利益 (百万円) 1,292 1,005 1,624 2,557 2,988

当期純利益 (百万円) 1,864 1,134 1,701 3,094 1,988

資本金 (百万円) 7,217 7,217 7,218 7,218 7,218

発行済株式総数 (株) 85,382,196 85,382,196 85,382,196 85,382,196 85,382,196

純資産額 (百万円) 10,261 11,281 13,527 16,149 17,199

総資産額 (百万円) 45,982 42,685 45,148 44,835 44,615

１株当たり純資産額 (円) 120.26 132.26 158.61 189.38 201.73

１株当たり配当額 (円) 2.0 2.0 3.0 5.0 5.0

（内１株当たり中間配当額） (円) (－) (－) (－) (－) (－) 

１株当たり当期純利益金額 (円) 21.85 13.30 19.94 36.28 23.32

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額
(円) － － － － －

自己資本比率 (％) 22.32 26.43 29.96 36.02 38.55

自己資本利益率 (％) 20.57 10.53 13.71 20.85 11.92

株価収益率 (倍) 13.18 16.84 16.50 8.35 12.95

配当性向 (％) 9.15 15.04 15.05 13.78 21.44

従業員数

〔外、平均臨時雇用者数〕
(名)

1,067

[174]

1,085

[191]

1,097

[213]

1,103

[225]

1,077

[249]

　（注）１　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　平成19年３月期の１株当たり配当額には、創立110周年記念配当２円を含んでおります。

３　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。

４　平成19年３月期から、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年

12月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指

針第８号　平成17年12月９日）を適用しております。

５　平成18年３月期から単位未満の表示を切り捨てから四捨五入に変更しております。なお、平成17年３月期以前

は単位未満の表示を切り捨てのまま記載しております。
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２【沿革】

明治29年５月 和田計器製作所として創立。わが国で初めて圧力計の製造を開始。

大正６年５月 株式会社東京計器製作所に改組。

６年７月 光学部門を分離して、三菱合資会社との共同出資により日本光学工業株式会社を設立。

昭和12年３月 航空計器部門を分離して、東京航空計器株式会社を設立。

23年12月 企業再建整備法に基づき、株式会社東京計器製作所の第二会社株式会社東京計器製造所として設

立。

24年５月 東京証券取引所に株式を上場。

38年10月 油圧機器の販売会社である東京計器販売株式会社を吸収合併。

43年５月 従来の職能別組織を改め、営業、技術、製造を舶用機器、油圧機器、工業機器、航空機器、空調機器の

５事業部に分割した事業部組織を発足。

43年８月 油圧機器の量産専門工場として、東京ビッカース株式会社を栃木県佐野市に設立。

44年12月 電子応用機器、計測器の専門工場として、新東京計器株式会社を栃木県矢板市に設立。

45年10月 社名を株式会社東京計器と変更。

また、油圧パワーユニット組立専門工場として株式会社東京計器メカニックスを設立し、横浜市鶴

見区矢向に工場を開設（昭和62年に栃木県田沼町（現佐野市）に工場を移転、平成２年に株式会

社トキメックパワーシステムズと社名変更）。

48年４月 航空機用及び地上用電子機器、精密計器の専門工場として、第一東京計器株式会社を栃木県那須町

に設立。

48年12月 航空製品の部品及び修理契約の代行業務を行うために渋谷区に東京計器アビエーション株式会社

を設立（平成２年に株式会社トキメックアビエーションと社名変更、業務拡充に伴い平成６年に

埼玉県飯能市に移転）。

54年10月 航空機用電子機器及び精密計器生産工場を、第一東京計器株式会社の敷地内に建設し、操業を開

始。

56年４月 生産体制の充実をはかるため第一東京計器株式会社を吸収合併。また、那須の工場設備を拡充し、

これらを統合して新たに那須事業所（現那須工場）を開設。

57年４月 電子応用機器、計測制御機器の業務拡充に伴い、生産体制を更に充実させるために新東京計器株式

会社を吸収合併し、矢板事業所（現矢板工場）を開設。

59年10月 油圧機器の生産体制の充実をはかるため、東京ビッカース株式会社を吸収合併し、佐野事業所（現

佐野工場）を開設。

62年11月 栃木県田沼町（現佐野市）に油圧応用装置の組立を目的として田沼事業所を開設。

63年５月 研究開発体制の強化をはかるため、蒲田本社敷地内に研究所・事務所として本社ビルを新築。

平成２年９月 社名を株式会社トキメックと変更。

また、本社敷地内にインテリジェントオフィスビルを建設。

３年４月 埼玉県飯能市に航空機器・特機の研究・技術部門を拡大・強化するための一環として飯能事業所

を開設。

８年４月 事業領域の見直しと「総合力」「機動性」「効率化」を促進するため、従来のマリンシステム、パ

ワーコントロール、計測の各事業部を統合し、新たに「制御システム事業部」を新設。

９年12月 米国における部品購入のためにロサンゼルスのTECHNOPORT U.S.A.,INC.を当社の子会社とし、社

名をTOKIMEC U.S.A., INC.に変更。

10年12月 韓国における油空圧機器販売の合弁会社TOKIMEC KOREA HYDRAULICS CO.,LTD.（平成16年４

月１日にTOKIMEC KOREA POWER CONTROL CO.,LTD.と社名変更）を韓国に設立。

12年３月 本社ビルの土地・建物を売却。

12年９月 賃貸用不動産の土地・建物を売却。

13年６月 執行役員制度を導入。

14年４月 「制御システム事業部」を「第１制御事業部」と「第２制御事業部」に改編。
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３【事業の内容】

　当社グループは、当社、子会社10社及び関連会社３社で構成され、船舶港湾機器、油空圧機器、流体機器、防衛・通信機

器の製造・販売及び修理を行う各事業並びにその他の事業（鉄道用測定機器、検品機器、防災機器等の製造・販売及

び修理、情報処理）を主な内容とし、更に各事業に関連する物流、その他サービス等の事業活動を展開しております。

　当社グループの事業に係わる位置づけ及び事業の種類別セグメントとの関連は、次のとおりであります。

船舶港湾機器事業

舶用機器の製造・販売を当社が行うほか、サービス部品の販売を㈱テックスが行っております。

＜主な関係会社＞

㈱テックス

油空圧機器事業

油空圧機器を当社が製造・販売するほか、油圧応用装置は㈱トキメックパワーシステムズが製造・販売しておりま

す。また、韓国市場への販売を関連会社TOKIMEC KOREA POWER CONTROL CO.,LTD.が行っております。

＜主な関係会社＞

㈱トキメックパワーシステムズ、TOKIMEC KOREA POWER CONTROL CO.,LTD.

流体機器事業

流体計測機器の製造・販売を当社が行っております。

防衛・通信機器事業

防衛関連機器及び通信機器の製造・販売を当社が行うほか、部品の販売及び修理の一部を㈱トキメックアビエー

ションが行っております。

＜主な関係会社＞

㈱トキメックアビエーション

その他の事業

検品機器の製造・販売を当社が行うほか、鉄道用測定機器の製造・販売及び検測業務の請負を㈱トキメックレール

テクノが、計測機器、自動制御機器等の製造・販売を㈱トキメック自動建機が、電子機器及び部品等の販売を

TOKIMEC U.S.A.,INC.が、防災機器の製造・販売業務の代行、不動産の管理・斡旋等を㈱テクノポートがそれぞれ

行っております。また、当社グループの情報処理業務、ソフトウェアの開発の一部及び総合リース業を㈱トキメック

情報システムズが、コンピューターソフトの開発及び販売を㈱オズウェブテクノロジーが行っているほか、当社グ

ループの商品等の荷造・梱包等については城南運輸㈱が主として行っております。

＜主な関係会社＞

㈱トキメックレールテクノ、㈱トキメック自動建機、TOKIMEC U.S.A.,INC.、㈱テクノポート、㈱トキメック情報シ

ステムズ、城南運輸㈱、㈱オズウェブテクノロジー

（注）連結子会社㈱テクノポートは、平成20年４月１日付で連結子会社城南運輸㈱を吸収合併しました。
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　事業の系統図は次のとおりであります。

　子会社及び関連会社は次のとおりであります。

連結子会社 　

㈱トキメックアビエーション 航空機器に関連する機器及び部品の修理並びに販売

㈱テックス 舶用機器・産業用機器等の部品販売及び修理

㈱トキメックパワーシステムズ 油圧応用装置の製造及び販売

㈱トキメック情報システムズ 電子計算機による受託計算、ソフトウェア開発、総合リース業、ファク

タリング業

㈱テクノポート 不動産の管理・斡旋、防災機器の製造・販売業務の代行、建物保守管理

業、旅館業

㈱トキメック自動建機 計測機器・自動制御機器等の製造及び販売

㈱トキメックレールテクノ 鉄道用測定機器の製造及び販売、鉄道軌道検測業務の請負

城南運輸㈱ 商品梱包及び発送、保険代理業

㈱オズウェブテクノロジー コンピューターソフトの開発及び販売

TOKIMEC U.S.A.,INC. 電子機器及び部品等の販売

関連会社 　

盛岡特機㈱ 防衛省艦艇搭載機器の修理

TOKIMEC KOREA POWER CONT

ROL 

CO.,LTD.

油空圧機器の製造及び販売

TOKIMEC KOREA HYDRAULICS 

(Wuxi) CO.,LTD.

油圧機器の製造及び販売

（注）連結子会社㈱テクノポートは、平成20年４月１日付で連結子会社城南運輸㈱を吸収合併しました。
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４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金又は
出資金
（百万円）

主要な事業の内容
議決権の
所有割合
（％）

関係内容

（連結子会社） 　  　  　

㈱トキメックアビエーション

（注２、５）

埼玉県

飯能市
20 防衛・通信機器 100

当社製造製品を販売しております。

なお、当社所有の建物を賃借しております。

役員の兼任等……有

㈱テックス
東京都

大田区
50 船舶港湾機器 100

当社製造のサービス部品を販売しておりま

す。

役員の兼任等……有

㈱トキメックパワーシステムズ
東京都

大田区
70 油空圧機器 100

当社製造製品を使用した装置の製造販売をし

ております。なお、当社所有建物を賃借してお

ります。

役員の兼任等……有

㈱トキメック情報システムズ
東京都

大田区
50 その他 100

当社計算業務の受託、当社リース契約の受託

をしております。

役員の兼任等……有

債務保証しております。

㈱テクノポート
東京都

大田区
80 その他 100

当社防災機器の製造・販売業務の代行をして

おります。

役員の兼任等……有

㈱トキメック自動建機
東京都

大田区
30 その他 100

当社製造製品を販売しております。

役員の兼任等……有

債務保証しております。

㈱トキメックレールテクノ
東京都

大田区
60 その他 70

当社製造製品を販売しております。

役員の兼任等……有

城南運輸㈱
東京都

大田区
10 その他 100

当社製造製品の梱包をしております。

なお、当社所有の建物を賃借しております。

役員の兼任等……有

㈱オズウェブテクノロジー
東京都

新宿区
90 その他

56

(56)
役員の兼任等……有

TOKIMEC U.S.A.,INC.

米国

カリフォル

ニア州

50千

米ドル
その他 100

当社製造の部品を販売しております。

役員の兼任等……無

（持分法適用関連会社） 　  　  　

盛岡特機㈱
岩手県

盛岡市
20 防衛・通信機器 35 役員の兼任等……無

TOKIMEC KOREA POWER CONT

ROL 

CO.,LTD.

韓国

ソウル

1,750百万

ウォン
油空圧機器 28.57

当社製造製品を販売しております。

役員の兼任等……有

債務保証しております。

その他１社
　

　

　

　
　  

　

　

　（注）１　主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。

２　特定子会社に該当しております。

３　有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。

４　議決権の所有割合の（　）内は、間接所有割合で内数であります。

５　㈱トキメックアビエーションについては、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占

める割合が10％を超えております。

同社の主要な損益情報等　①　売上高　　　 　6,641百万円

②　経常利益　　　　 141百万円

③　当期純利益　　　 129百万円

④　純資産額　　　　 611百万円

⑤　総資産額　　 　1,429百万円
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５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　 （平成20年３月31日現在）

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（名）

船舶港湾機器事業 169 [76]

油空圧機器事業 255 [112]

流体機器事業 84 [16]

防衛・通信機器事業 555 [55]

その他の事業 106 [28]

全社（共通） 221 [27]

合計 1,390 [314]

　（注）１　従業員数は就業人員数（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出

向者を含む。）であり、臨時従業員数は〔　〕内に年間の平均人員を外数で記載しております。

２　臨時従業員には、パートタイマーを含み、派遣社員を除いております。

(2）提出会社の状況

　 （平成20年３月31日現在）

従業員数（名）
　

平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円）

1,077 [249] 42.2 19.7 6,554

　（注）１　従業員数は就業人員数（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時従業

員数は〔　〕内に年間の平均人員を外数で記載しております。

２　臨時従業員には、パートタイマーを含み、派遣社員を除いております。

３　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

(3）労働組合の状況

　当社グループは正常な労使関係を保っており、特記すべき事項はありません。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

　当連結会計年度におけるわが国経済は、当初好調な企業業績を背景に設備投資の拡大や底堅い個人消費に支えら

れ緩やかな拡大基調を辿りましたが、夏場以降、米国のサブプライムローン問題、原油高、円高等の影響を受け景気

の下振れ懸念が高まる中、やや低調に推移しました。

　このような状況の下、当社グループは、「既存事業の効率化と高付加価値化の推進による更なる収益の改善」、

「強固な収益基盤の確立と成長に向けた事業構造の改革」、「企業としての社会的責任の遂行」を事業方針として

掲げ、具体的には各種業務プロセスの効率化、部品の共通化や調達方法の見直し等によるトータルコストダウンの

推進、海外市場における商品・サービス面での高付加価値化の推進に取組んでまいりました。

　以上の結果、当社グループの当連結会計年度における受注は防衛・通信機器、流体機器が前期を下回りましたが、

船舶港湾機器、油空圧機器が前期を上回り、グループ全体では52,238百万円と前年同期比8.8％の増加となりました。

売上は船舶港湾機器、油空圧機器、防衛・通信機器が前期を上回り、流体機器が前期を下回りましたが、グループ全

体では51,321百万円と前年同期比9.6％の増加となりました。

　損益面では売上が前期に比して9.6％増加したことにより、経常利益は前年同期比544百万円増の3,602百万円とな

りました。当期純利益は、2,357百万円と前年同期比1,192百万円の減益となりましたが、前期は税効果会計の計算方

式の変更による法人税等の調整額1,798百万円の増加分がありますので、実質的には606百万円の増益となります。

　事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。

〔船舶港湾機器事業〕

　当事業の商船市場では、国内の大手造船所の建造隻数が高水準で推移したこと、及びジャイロコンパス、オートパ

イロット、電子海図情報表示装置（ECDIS）等の拡販に努めたことにより、受注・売上ともに前期を上回りました。

内航船市場では、市況が回復し建造隻数が増加したことにより受注・売上ともに前期を上回りました。

　官庁船市場では、受注は前期を下回りましたが、巡視船艇の建造隻数増加により、売上は前期を上回りました。海外

市場では、韓国、中国における新造船建造量の増加、欧米向けにOEM供給しているジャイロコンパスの増加、更にト

ルコ、インドへの拡販に努めたこと等により、受注・売上ともに前期を大きく上回りました。なお、前期に引き続き、

国内外の船主や造船所に対し、プライベートセミナーやＰＲ活動を実施し、ECDISの使い易さと多機能性について高

い評価を受けています。

　船舶関連向け保守用部品の販売は、商船市場及び内航船市場が好調に推移していることや、海外向け船舶部品の販

売及び修理・設置工事が増加したこと等により、受注・売上ともに前期を上回りました。

 このような状況の中、気象用ファクシミリ受信機TRW-1000を平成19年６月から市場投入しました。また、内航船市

場の拡販に向けた船舶電気防食装置（CP-50A、CP-100A）を市場投入しました。

 この結果、当事業全体として売上高は11,578百万円と前年同期比2,151百万円（22.8％）の増加、営業利益は1,285百

万円と前年同期比644百万円（100.5％）の増加となりました。

〔油空圧機器事業〕

　当事業のプラスチック加工機械市場では、顧客に密着したきめ細かな営業活動を推進してきましたが、油圧駆動式

母機の電動化及び自動車関連投資の先送りの影響により、受注・売上ともに前期を下回りました。工作機械・産業

機械市場では、設備投資の増加が寄与し、受注・売上ともに前期を上回りました。建設機械市場では、内外需共に土

木建設機械向けの母機が好調に推移したことにより、受注・売上ともに前期並の高水準を維持しました。海外市場

では、韓国・台湾・中国市場における顧客の生産調整が終了した中で市場拡大に努めたことにより、受注・売上と

もに前期を大きく上回りました。

　油圧応用装置は、バルクキャリア船向けハッチカバー開閉油圧装置が好調に推移したことにより、受注・売上とも

に前期を上回りました。

　このような状況の中、産業機械市場向けにカスタマイズしたポンプの回転数制御システム商品を市場投入し、建設

機械市場向けには、特定小電力形ポケットラジコンPRC３シリーズ送信機と同形状で８ch対応可能な新商品を、更

に、建設車両用、高所作業車用の新コントローラを市場投入しました。

　この結果、当事業全体として売上高は14,561百万円と前年同期比384百万円（2.7％）の増加、営業利益は1,813百万

円と前年同期比92百万円（4.8％）の減少となりました。　

〔流体機器事業〕

　当事業の官需市場では、官公庁の予算が絞られる中、当事業関連の予算については比較的堅調に推移しましたが、

上下水道市場では民間への包括的事業委託が増加傾向にあることから、海外の大手業者の参入も相俟って競争が一

段と激化しています。

　このような状況の中で、中小都市向けへの拡販を基本方針とし、地元代理店とともに需要発掘に努める一方、農業
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用水分野においても水管理システムの更新に注力する等積極的な営業活動を展開してきましたが、上水道市場、農

業用水市場で予算が繰り延べられたことにより、受注・売上ともに前期を下回りました。

　民需市場では、環境対策としての省エネ関連投資が増強され、更に空調市場でも同様の動きが活発化する等、プラ

ント企業各社の業況改善傾向を受け、電波レベル計や超音波流量計等の販路拡大に努めた結果、受注・売上ともに

前期を上回りました。

　海外市場では、韓国市場が超音波流量計を中心に順調な伸びを示しました。また、欧州、米国を中心に水市場向け超

音波流量計の拡販に努めたことにより、受注・売上ともに前期を上回りました。

　このような状況の中、ダム効率の測定等に使用されるポータブル流量計UFP-700Cを市場投入しました。

　この結果、当事業全体として売上高は2,196百万円と前年同期比132百万円（5.7％）の減少、営業利益は206百万円

と前年同期比119百万円（36.6％）の減少となりました。

〔防衛・通信機器事業〕

　当事業の防衛市場では、中期防衛力整備計画における防衛関係費総額が前年同期比0.2％減とほぼ横ばいで推移し

ました。

　このような状況の中で、受注は捜索用レーダー装置FPS-4の本機終了、捜索用レーダー装置FPS-20改修開発の終了、

艦艇製品及び在来航空機の搭載部品・修理等の減少があるものの、支援戦闘機F-2用レーダー警戒装置の最終契約に

おける数量増、主力戦闘機Ｆ15用電子機器総合試験装置の修理増、捜索用レーダー装置FPS-20の修理増、輸送機用次

期電波機器の新規受注、捜索救難機U-125 A用レーダー警戒装置の新規開発、哨戒ヘリ用逆探装置HLR-108Cの数量

増、民需関連の受注増が大きく貢献したことにより、前期を上回りました。売上は多連装ロケット発射システム

MLRSの終了、支援戦闘機F-2用レーダー装置補用品の数量減、捜索用レーダー装置FPS-4の本機及び大型輸送機C-X

用レーダー警戒装置試作開発の終了、捜索用レーダー装置FPS-20の修理減、輸入部品の数量減等により、前期を下回

りました。

　海上交通機器市場では、AIS航行支援システム、レーダー映像圧縮伸張装置、レーダー装置等の増加により、受注・

売上ともに前期を上回りました。

　通信機器市場では、従来商品については順調に推移したものの、前期に受注した移動体衛星通信用アンテナ姿勢制

御装置に匹敵する大型案件の受注がなかったことにより、受注は前期を下回りましたが、売上は同装置が貢献し前

期を大きく上回りました。

　このような状況の中、改良型高度化PHS基地局用アンプモジュール、今後普及が見込まれるWiMAX用RFデバイス

等を開発し市場投入しました。

　この結果、当事業全体として売上高は18,685百万円と前年同期比1,950百万円（11.7％）の増加、営業利益は452百万

円と前年同期比88百万円（16.4％）の減少となりました。

〔その他の事業〕

　検品機器は、アジアへの拡販で成果をあげましたが、国内での印刷業界の環境規制に対応する新規設備の導入が一

巡したこと、また、物件の契約繰り延べ等により、受注・売上ともに前期を下回りました。

　防災機器は、建設市場の活発化により仕事量が増加したこと、更には、道路交通法の改正や共同住宅建設の増加等

で立体駐車場向け消火装置及びこれらの改修工事が増加したことにより、受注・売上ともに前期を上回りました。

　道路関連機器及びトンネル関連機器等は、厳しい競争が続く中で、道路関連では前期に開発した新商品の拡販に努

めたこと、トンネル関連では海外工事が増加したこと等により、受注・売上ともに前期を上回りました。

　鉄道機器は、検査・検測業務の品質向上要求が高まる中で、機器販売と検測・点検等の役務工事がともに好調に推

移したことにより、受注・売上ともに前期を上回りました。

　情報システムの開発業務及び受託計算業務は、拡販に努めたことにより、受注・売上ともに前期を上回りました。

　この結果、当事業全体として売上高は4,301百万円と前年同期比160百万円（3.9％）の増加、営業利益は93百万円と

前年同期比220百万円の増加となりました。
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(2）キャッシュ・フローの状況

　当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は4,889百万円で、前連結会計年度末に比

べて466百万円減少しました。各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりです。

（営業活動によるキャッシュ・フロ－）

　営業活動の結果得られた資金は1,857百万円で、前連結会計年度に比べて1,165百万円減少しました。これは主に法

人税等の支払が前連結会計年度に比べて増加したことによるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロ－）

　投資活動の結果使用した資金は1,059百万円で、前連結会計年度に比べて439百万円増加しました。これは主に固定

資産の取得が前連結会計年度に比べて増加したことによるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロ－）

　財務活動の結果使用した資金は1,262百万円で、前連結会計年度に比べて4,605百万円減少しました。これは主に短

期借入金の返済が前連結会計年度に比べて減少したことによるものです。

２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当連結会計年度における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 生産高（百万円） 前年同期比（％）

船舶港湾機器事業 9,537 23.7

油空圧機器事業 13,850 2.8

流体機器事業 2,200 △5.5

防衛・通信機器事業 18,165 18.7

その他の事業 2,924 12.7

合計 46,676 12.7

　（注）１　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　金額は、販売価格によっております。

３　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）受注状況

　当連結会計年度における受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 受注高（百万円） 前年同期比（％） 受注残高（百万円） 前年同期比（％）

船舶港湾機器事業 13,873 36.4 8,979 34.3

油空圧機器事業 15,051 5.0 3,009 19.5

流体機器事業 2,260 △2.0 175 56.9

防衛・通信機器事業 16,766 △1.6 15,081 △11.3

その他の事業 4,289 2.6 918 △1.5

合計 52,238 8.8 28,163 3.4

　（注）１　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　上記金額には、消費税等は含まれておりません。
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(3）販売実績

　当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 販売高（百万円） 前年同期比（％）

船舶港湾機器事業 11,578 22.8

油空圧機器事業 14,561 2.7

流体機器事業 2,196 △5.7

防衛・通信機器事業 18,685 11.7

その他の事業 4,301 3.9

合計 51,321 9.6

　（注）１　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。

相手先
前連結会計年度 当連結会計年度

販売高（百万円） 割合（％） 販売高（百万円） 割合（％）

防衛省 8,801 18.8 8,723 17.0

３　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

３【対処すべき課題】

　今後のわが国経済は、サブプライムローン問題に端を発する金融不安を背景とした米国景気の後退、金融市場の混乱

と米国経済の影響を受ける欧州及びアジア経済の成長率鈍化、更には、原油価格の高騰、円高、株価下落の影響等によ

り、企業収益環境が悪化し景気の後退が懸念される等先行きに不透明な様相を呈しています。

　このような認識の下、当社グループが対処すべき課題及び目標は、これまでに蓄積してきた有形無形の経営資源を源

泉として、競争優位を継続的に創出する「成長サイクル」を構築し、永続的に企業価値を高めるとともに、外部環境の

変化に対しても自らの力で乗り越える体質に変革していくことであります。この目標を実現するために具体的には、

市場の変化や顧客のニーズを先取りした新商品・新技術の開発を加速し、継続的に開発・市場投入するための商品企

画力と研究開発体制を強化してまいります。また、国内はもとより海外の新市場開拓に向けたグローバル戦略を当社

グループとして横断的に展開してまいります。更に、事業環境の変化に柔軟に対応していくため、生産性を高めコスト

競争力を向上させる生産技術力の強化と生産体制の整備に注力してまいります。一方、事業領域の拡大とともに不足

する経営資源を補完するため、事業譲受、事業提携、Ｍ＆Ａ等も視野に入れて取組んでまいります。また、企業継続・発

展を実現するため、企業価値を生み出す人材を育成するとともにステ－クホルダーから信頼されるコーポレートガバ

ナンスの充実と内部統制システムの構築に努めてまいります。なお、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的

勢力に対しては、一切の関係遮断を目的として毅然とした態度で対応してまいります。

　

　株式会社の支配に関する基本方針については、次のとおりであります。

　当社グループは、平成19年３月に策定しました平成19年度中期経営計画において、事業構造改革、人材育成・強化を

柱とした事業基盤の再整備を通じて、各事業セグメントの競争優位性の向上を図ることにより、企業価値の向上を目

指しております。また、当社グループは、計測・認識・制御という働きを最先端技術で商品化し、これをお客様に提供

することを通じて社会に貢献していくことを経営理念として掲げ、顧客満足のための指針はもとより環境保護や法令

遵守といった７つの行動指針 ― ①創意工夫と弛まぬ努力で最高の技術と商品の開発を目指します。②市場のニーズ

を先取りした新商品・新事業の創出に努めます。③安全で安心できる商品・サービスを提供し、お客様の信頼に応え

ます。④自己を研鑚し、それぞれの分野での第一人者を目指します。⑤法令等を遵守し、社会人として誠実で良識ある

行動に努めます。⑥美しい自然を守り、貴重な資源を大切にします。⑦会社の方針を共有し、情熱と使命感を持って目

標達成に注力します。― のもと従業員が日々研鑚しています。当社グループは、企業価値向上のための諸施策の実施

及び企業価値向上の実現は、これらを実践する従業員の高いモラルと実行力が最も重要な要因と認識しています。す

なわち、経営者と従業員が目標を共有化し、ともに経営理念や行動指針を具体的な形として事業に反映させていくこ

とが当社グループの企業価値を向上させ、ひいては株主共同の利益の維持・向上に繋がるものと認識しています。

　しかしながら、当社に対してこのような認識とは異なる者から買収提案が行われた場合には、これを受け入れるか否

かは株主の皆様が判断すべきですから、このような判断の機会を確保し、更には当社取締役会が株主の皆様に代替案

を提案するために必要な情報と相当な検討期間を確保し、買収提案者との交渉を可能とすることにより、当社グルー

プの企業価値ひいては株主共同の利益を低下させる買収を抑止することを目的として、当社は平成19年５月10日に開

催された取締役会において、買収提案者が具体的買付行為を行う前に取るべき手続を明確かつ具体的に示した「大規

模買付ルール」（買収防衛策）（以下、「本ルール」といいます。）を決議し、平成19年６月28日に開催の第76回定時
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株主総会に提出、承認されました。

　

(1)本ルールの概要

　① 本ルールの発動にかかる手続の設定

　本ルールは、当社の発行する株券等に対する20％以上の買付けもしくは20％以上となる買付けを行おうとする

行為又はその提案（以下、「大規模買付行為」といいます。）に対し、事前に当該大規模買付行為等に関する情報

の提供を求め、当該大規模買付行為等についての分析・検討を行う時間を確保したうえで、株主の皆様に当社グ

ループの中期経営計画や代替案等を提示したり、大規模買付者等との交渉等を行っていくための手続、更には大

規模買付者に対する対抗措置発動の可否を株主総会に諮る、あるいは取締役会が対抗措置の発動を決議するなど

にいたる手続を定めています。

　② 取締役会の恣意的判断を排除するための特別委員会の利用

　本ルールにおいては、原則として具体的な対抗措置の実施、不実施の判断について当社取締役会の恣意的判断を

排除するため、特別委員会規程に従い、当社と全く関係のない大学教授、弁護士、公認会計士等の有識者から構成

される特別委員会の判断を経るとともに、株主の皆様に適時に情報開示を行うことにより透明性・公正性を確保

することとしています。なお、当初の特別委員会は以下の委員により構成されています。

　＜特別委員会委員＞

中東　正文（名古屋大学大学院法学研究科教授）

髙山　崇彦（ＴＭＩ総合法律事務所パートナー弁護士）

澤　　淳夫（公認会計士、株式会社プロネクサス常勤監査役）

　

(2)本ルールの合理性

　① 買収防衛策に関する指針の要件を完全に充足していること

　本ルールは、経済産業省及び法務省が平成17年５月27日に発表した企業価値・株主共同の利益の確保又は向上

のための買収防衛策に関する指針の定める三原則を充足しています。

　② 株主意思を重視するものであること

　本ルールの有効期間は、平成19年度定時株主総会（平成19年６月28日開催）において本ルールの導入を決議後

３年間とし、平成22年度の定時株主総会以降３年ごとに、定時株主総会において、株主の皆様のご信任を得ること

としています。

　③ 独立性の高い社外者の判断の重視と情報開示

　特別委員会によって、当社取締役会の恣意的行動を厳しく監視するとともに、特別委員会の判断の概要について

は株主の皆様に情報開示することとされており、本ルールの透明な運営が行われる仕組みが確保されています。

　④ 合理的な客観的要件の設定

　本ルールは、合理的かつ客観的な要件が充足されなければ発動されないように設定されており、当社取締役会に

よる恣意的な発動を防止するための仕組みを確保しているものといえます。

　⑤ 第三者専門家の意見の取得

　大規模買付者等が出現すると、特別委員会は、当社の費用で、外部専門家（ファイナンシャル・アドバイザー、公

認会計士、弁護士、コンサルタントその他の専門家を含みます。）の助言を受けることができるものとしていま

す。これにより、特別委員会が当社取締役会に提示する勧告の公正性、客観性がより強く担保される仕組みとなっ

ています。

　⑥ デッドハンド型やスローハンド型買収防衛策ではないこと

　本ルールについては、平成19年度定時株主総会において、本ルール導入、廃止及び対抗措置発動の可否を株主総

会の決議事項とする定款変更議案並びに本ルールの導入をお諮りしておりますので、株主総会決議により廃止で

きない又は時間を要する、いわゆるデッドハンド型・スローハンド型の買収防衛策ではありません。なお、当社取

締役の任期についても、１年とされております。

　

　

　

　

　

＜大規模買付ルールについてのフローチャート＞

　本チャートは、あくまで大規模買付ルールに対する理解に資することのみを目的として参考として作成されていま

す。
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 ※１　分析検討期間は原則として、60営業日以内としますが、当社取締役会は必要がある場合には、30営業日を上

限として延長します。

 ※２　特別委員会は、当社取締役会に対して対抗措置の発動が適当か否か、あるいは発動の適否の判断が困難なの

で最終的に株主意思を確認するのが適当である旨を勧告し、当社取締役会は、この勧告を最大限尊重して、

対抗措置の発動に関して決議を行います。
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４【事業等のリスク】

　「経営成績及び財政状態」に記載した事項に関連して、当社グループの経営成績、株価及び財務状況等に影響を及ぼ

す可能性のあるリスクには以下のようなものがあります。なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在に

おいて当社グループが判断したものであります。また、以下は当社グループの全てのリスクを網羅したものではあり

ません。

(1）内外経済の変動

　当社グループは、国内のみならず、アジア、欧州等の様々な国又は地域に商品を供給しています。従って、これらの

国又は地域の市場における経済状況の影響を受けることが懸念されます。対象市場での当社商品に対するニーズの

変化、景気の後退、為替レートの変動等その他予測せざる事態の発生、それに伴う需要の縮小は当社グループの業績

及び財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

(2）新商品の開発

　当社グループは、顧客の満足する高付加価値商品の開発・市場投入に継続的に注力していますが、革新的新技術の

台頭、顧客要求の変化、新たな法的規制等に対して当社グループの予測が適切でなく、商品化の遅れ等により市場の

需要に追従できずに、機会損失を生み出す可能性があります。このような場合には、将来の成長と収益性を鈍化さ

せ、業績及び財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

(3）官公庁との取引

　当社グループは、直接又は間接的に、防衛省等の官公庁と多くの商品及び修理に関する取引があります。官公庁の

予算規模の縮小に伴う調達方針の変更により調達数量が減少する場合は、当社グループの業績及び財務状況に悪影

響を及ぼす可能性があります。また、当社が他社から購入している電子部品の製造中止が増加傾向にあり、官公庁の

修理要求に備えるため、これらの部品の在庫量が増える可能性があります。当社グループは、絶えず動向に注意し、

設計変更等を含めて対応を図るよう努力していますが、この棚卸負担の増大も当社グループの業績及び財務状況に

悪影響を及ぼす可能性があります。

(4）長短金利の変動

　当社グループは、棚卸資産の圧縮、売上債権の回収促進等でキャッシュ・フローの改善による有利子負債の削減に

取組んでいますが、平成20年３月31日現在の有利子負債残高は11,764百万円であり、売上高51,321百万円、総資本

48,903百万円となっておりますので、長短金利の上昇等が当社グループの業績及び財務状況に悪影響を及ぼす可能

性があります。

(5）価格競争

　当社グループの市場における価格競争は、大変厳しいものとなっており、今後もこの傾向は継続するものと予想さ

れます。当社グループは、価格競争力を高めるためにトータルコストダウンを最優先課題として取組んでいますが、

新たな競合先の台頭、競合他社の低価格商品の投入等により、更に価格競争が激化し、収益性が低下することが懸念

されます。価格競争力の低下は、当社グループの業績及び財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

(6）部品の外部供給元への依存

　当社グループは、重要部品をグループ内で製造するよう努めている一方で、素材、電子部品、モジュール、ユニット

等の多くを外部の供給元に依存しています。当社グループは、安定的な供給が確保できるよう努めていますが、素材

やこれらの部品等の値上げ、製造の中止、供給の不足等により、原価の上昇や納期上の問題が発生し、当社グループ

の業績及び財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

(7）商品の欠陥

　当社グループは、顧客の信頼と満足を目的とした品質管理方針に従って、各種商品及びサービスの品質や信頼性の

確保に努めています。しかし、全ての商品について欠陥がなく、将来的に改修や損害賠償が発生しないという保証は

ありません。また、製造物責任賠償保険が、最終的に負担しなければならない賠償額を全て償えるという保証はあり

ません。大規模な改修や製造物責任賠償に繋がるような商品の欠陥は、多額のコストの発生や当社グループの信用

失墜に繋がりかねません。これらにより当社グループの業績及び財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

(8）退職給付債務

　当社グループの従業員退職給付債務及び費用は、割引率等数理計算上で設定される前提条件に基づいて算出され

ています。運用実績が前提条件と異なる場合、又は前提条件が変更された場合、その影響は累積され、一般的には将

来期間において認識される費用及び計上される債務に影響を及ぼします。近年の割引率の低下及び年金資産運用で

の損失により当社グループの年金費用は増加してきていますが、一層の割引率の低下や運用利回りの悪化は当社グ

ループの業績及び財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。
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５【経営上の重要な契約等】

技術受入契約

契約会社名 相手方の名称 国名 契約品目 契約期間

㈱トキメック

ハネウェル・インターナ

ショナル・インコーポレー

テッド

米国

F-15機用及びT-４機用航空機

器並びにAN/ASN-43ジャイ

ロ磁気コンパス・セット

自平成７年７月１日

至平成20年12月31日

イートン・エアロスペース

・リミテッド・ライアビリ

ティ・カンパニー

米国 航空油圧機器
自平成９年３月14日

至平成27年12月31日

　（注）　　上記各契約に基づくロイヤルティは売上高の１～10％程度でありますが、一部の契約では一時金として一定額

を支払っております。

６【研究開発活動】

　当社グループの研究開発は、独創技術による独創的な商品の開発を基本姿勢としており、比較的長期的視野に立った

基礎研究及び応用研究、比較的長期間を要する商品開発を当社の研究開発センタが主として担当し、短期的な商品開

発は各事業部及び連結子会社が行っております。コア技術は、マイクロ波技術、ジャイロ技術、超音波技術、計測技術、

制御技術、油圧技術、信号処理・画像処理技術等であります。

　当連結会計年度におけるグループ全体の研究開発費は2,503百万円であり、事業の種類別セグメントごとの研究開発
目的、主要課題、成果及び研究開発費は次のとおりであります。

(1）船舶港湾機器事業
　当事業における研究開発活動は、情報技術の革新に対応する次世代航海計器・船舶用無線機器の研究開発及び国

際海事機関（ＩＭＯ）による国際規格改定への対応等を主な目的としております。具体的には、ジャイロコンパス、

オートパイロット、レーダー、電子海図情報表示装置等について研究開発を行っております。この結果、気象用ファ

クシミリ受信機（TRW-1000）、船舶用電気防食装置（新型マカップスCP-50A/100A）を市場に投入いたしました。
　当事業に係わる研究開発費は534百万円であります。

(2）油空圧機器事業
  当事業における研究開発活動は、油空圧の機器及びシステムとそれらの電子制御に関する研究開発に取組んでお

ります。具体的には、各種ポンプ、各種制御弁、油圧ユニット、油圧制御システム、電子制御装置であります。中でも、

「省エネ、信頼性の向上」をキーワードにした開発に注力しております。この結果、工作機械市場向けのポンプ回転

数制御システム、建設車両用、高所作業車用の新型コントローラ、特定小電力形ポケットラジコンの新機種を市場投

入いたしました。

　当事業に係わる研究開発費は414百万円であります。
(3）流体機器事業
　当事業における研究開発活動は、次世代の超音波流量計及び電波レベル計等の流体管理用計測器・システムの研

究開発を行っております。この結果、水車効率測定用ポータブル流量計（UFP-700C）を市場に投入いたしました。
　当事業に係わる研究開発費は168百万円であります。

(4）防衛・通信機器事業
　当事業における研究開発活動は、電子戦機器、艦艇機器等の防衛装備の近代化対応及び情報通信システムで使用す

るマイクロ波部品等の技術革新対応を主な目的としております。具体的には、防衛事業では、レーダー警戒装置の能

力向上及び高周波部品の性能向上研究を、通信機器事業においては、無線通信基地局用各種アンプモジュール、各種

スイッチ、RF-IDを利用した入退室管理システム、移動体衛星通信用アンテナ姿勢制御装置等の研究開発を行ってお
ります。この結果、海上自衛隊艦艇向け移動体衛星通信アンテナスタビライザ、改良型高度化PHS基地局用アンプモ
ジュール、WiMAX用RFデバイス等を市場に投入いたしました。
　当事業に係わる研究開発費は965百万円であります。

(5）その他の事業
　その他の事業として、検品機器事業、防災機器事業、道路関連機器及びトンネル関連機器事業、鉄道機器事業があり

ます。

　検品機器事業は当社が中心となって、印刷図柄の検査機能拡充開発を行っております。防災機器事業は当社が中心

となって、人・環境に安全な消火システムの研究開発を行っております。道路関連機器及びトンネル関連機器事業

は主に（株）トキメック自動建機が中心となって、土木建設機器の自動化の研究開発を行っております。鉄道機器

事業は主に（株）トキメックレールテクノが中心となって、省人かつ精密な保線用計測機器／装置の研究開発を

行っております。この結果、鉄道機器事業で、トロッコ型ホーム離れ測定装置、携帯型遊間測定装置、新型分岐検査装

置、新型牽引式レール探傷装置を市場に投入いたしました。

　当事業に係わる研究開発費は422百万円であります。
　また研究開発センタで開発を行っておりました、マルチ出力マイクロ慣性センサー（MESAG）は評価用サンプル
の出荷を開始いたしました。
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７【財政状態及び経営成績の分析】

(1）当連結会計年度の経営成績の分析
① 売上高

　売上高は前連結会計年度に比べ9.6％増収の51,321百万円となりました。
　船舶港湾機器事業では、国内の大手造船所の建造隻数が高水準で推移したこと、海外市場で韓国、中国における

新造船建造量の増加、欧米向けにOEM供給しているジャイロコンパスの増加、更にトルコ、インドへの拡販に努め
たこと等により、22.8％増収の11,578百万円となりました。　
　油空圧機器事業では、プラスチック加工機械市場が油圧駆動式母機の電動化及び自動車関連投資の先送りの影

響により前期を下回りましたが、工作機械・産業機械市場では、設備投資の増加が寄与したこと、建設機械市場で

は内外需共に土木建設機械向けの母機が好調に推移したこと等により2.7％増収の14,561百万円となりました。
　流体機器事業では、民需市場が環境対策としての省エネ関連投資の増強及びプラント企業各社の業況改善傾向

を受け前期を上回りましたが、官需市場が一般競争入札の拡大及び民間への包括的事業委託の増加、海外の大手

業者の参入も相俟って競争が激化する中、上水道市場、農業用水市場で官公庁予算が繰り延べられたこと等によ

り、5.7％減収の2,196百万円となりました。
　防衛・通信機器事業では、防衛市場は中期防衛力整備計画における防衛関係費総額が前年同期比0.2％減とほぼ
横ばいで推移する中、多連装ロケット発射システムの終了及び支援戦闘機用レーダー装置補用品の数量減等によ

り前期を下回りましたが、海上交通機器市場でのAIS航行支援システム及びレーダー装置等の増加、通信機器市場
での移動体衛星通信用アンテナ姿勢制御装置の売上寄与により、11.7％増収の18,685百万円となりました。
　また、その他の事業は前期を上回り、3.9％増収の4,301百万円となりました。その内訳として、検品機器はアジア
への拡販で成果をあげましたが、国内での印刷業界の環境規制に対応する新規設備の導入が一巡したこと及び物

件の契約繰り延べ等により前期を下回りました。防災機器が建設市場の活発化により仕事量が増加したことによ

り前期を上回りました。道路関連機器及びトンネル関連機器等は、道路関連では前期に開発した新商品の拡販に

努めたこと、トンネル関連では海外工事が増加したことにより前期を上回りました。鉄道機器では機器販売と検

測・点検等の役務工事がともに好調に推移したこと、情報システムの開発業務及び受託計算業務が拡販に努めた

こと等により前期を上回りました。

② 売上原価、販売費及び一般管理費

　売上高の増加にともない、売上原価は10.2％増の38,186百万円となりました。売上原価率は前連結会計年度74.1％
に対し、当年度が74.4％と0.3ポイント悪化しました。これは、業務の効率化によるトータルコストダウンの推進に
努めたにも関わらず、鋼材等の原材料費の急激な高騰の影響等を受けたことによります。

　販売費及び一般管理費は、諸経費の削減に努めましたが、人件費、研究開発費等の増加により前連結会計年度に

比べ429百万円増加し、9,287百万円となりました。
③ 営業利益

　売上高の増加により営業利益は前連結会計年度の3,284百万円に対して、17.2％増益の3,848百万円となりました。
船舶港湾機器事業では前連結会計年度と比較して100.5％増益の1,285百万円、油空圧機器事業では4.8％減益の
1,813百万円、流体機器事業では36.6％減益の206百万円、防衛・通信機器事業は16.4％減益の452百万円、その他の
事業では93百万円と大幅な増益となりました。

(2）資本の財源及び資金の流動性についての分析
① 資産の状況

　流動資産は、前連結会計年度末に比べて785百万円増加し、35,435百万円となりました。これは現金及び預金、棚卸
資産が減少したものの、受取手形及び売掛金が増加したことによるものであります。

　固定資産は前連結会計年度末に比べて696百万円減少し、13,468百万円となりました。これは、投資有価証券の減
少によるものであります。

　この結果、当連結会計年度末の資産合計は、前連結会計年度末の資産合計48,814百万円から89百万円増加し
48,903百万円となりました。
② 負債の状況

　流動負債は、前連結会計年度末に比べて2,058百万円増加し、20,934百万円となりました。これは未払法人税等が
減少したものの、短期借入金が増加したことによるものであります。

　固定負債は、前連結会計年度末に比べて3,345百万円減少し、7,529百万円となりました。これは、主に長期借入金
が減少したことによるものであります。

　この結果、当連結会計年度末の負債合計は前連結会計年度末の負債合計29,750百万円から1,287百万円減少し、
28,463百万円となりました。
③ 純資産の状況

　当連結会計年度末の純資産合計は、利益剰余金が1,922百万円増加し20,440百万円となりました。これは主に当期
純利益の計上によるものであります。

　この結果、自己資本比率は前連結会計年度末38.7％から2.8ポイント改善し、当連結会計年度末41.5％となりまし
た。

EDINET提出書類

株式会社トキメック(E02266)

有価証券報告書

17/89



第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当連結会計年度は、増産への対応及び老朽化の更新を中心に949百万円の設備投資を実施しました。各事業の投資内

容は次のとおりであります。

　防衛・通信機器事業では防衛市場向けの関連機器生産のための試験装置を中心に448百万円の投資を行いました。

　油空圧機器事業では、生産の増産及び内製造化への対応を中心に301百万円の投資を行いました。

　船舶港湾機器事業、流体機器事業、その他の事業では増産への対応及び老朽化更新を中心に200百万円の投資を行い

ました。

　

２【主要な設備の状況】

(1）提出会社
　 （平成20年３月31日現在）

事業所名
（所在地）

事業の種類別セ
グメントの名称

設備の内容

帳簿価額（百万円） 従業員数
(名)
　
　

建物及び
構築物

機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

その他 合計

本社

（東京都大田区）
全社的管理業務 事務所 5 30

―

(―)　
86 122 347　 [33]

那須工場

（栃木県那須町）

防衛・通信機器

事業

工場・研究所・

事務所
896 573

286

(122)
338 2,093 332　 [40]

矢板工場

（栃木県矢板市）

船舶港湾機器事

業、流体機器事

業他

工場・事務所 420 119
413

(43)
88 1,040 181　 [67]

佐野工場

（栃木県佐野市）
油空圧機器事業 工場・事務所 355 536

42

(50)
50 982 140　 [74]

田沼事業所

（栃木県佐野市）
油空圧機器事業 工場・事務所 444 105

598

(40)
4 1,151 9　 [11]

飯能事業所

（埼玉県飯能市）

防衛・通信機器

事業
研究所・事務所 360 7

533

(3)
12 911 3　 [―]

(2）国内子会社
　 （平成20年３月31日現在）

会社名
事業所名
（所在地）

事業の種類別
セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額（百万円） 従業員数
（名）
　
　

建物及び
構築物

機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

その他 合計

㈱トキメック情報

システムズ
東京都大田区

その他の事業 事務所他 16 ―
2

(0)
4 22

57 [5]
防衛・通信機

器事業他

リース用設備

（注）
― 172

―

(―)　
566 738

㈱テクノポート

栃木県

那須町
その他の事業 宿泊施設 10 2

39

(5)
― 51 ― [―]

東京都渋谷区 その他の事業 貸事務所 11 1
14

(0)
― 25 ― [―]

 （注）当社及び子会社８社へリースしております。
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(3）在外子会社
　 （平成20年３月31日現在）

会社名
事業所名
（所在地）

事業の種類別
セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額（百万円） 従業員数
（名）
　
　

建物及び
構築物

機械装置及
び運搬具

土地
（面積千㎡）

その他 合計

TOKIMEC U.S.A., 

INC.
米国 その他の事業

コンピュー

ター他
― ―

―

(―)　
3 3 9　 [―]

　（注）１　帳簿価額のうち「その他」は、工具器具及び備品及び建設仮勘定の合計であります。

なお、上記金額には、消費税等は含まれておりません。

２　従業員数の〔　〕は、臨時従業員数を外書しております。

３　上記の他、主要な賃借及びリース設備は次のとおりであります。

提出会社

事業所名
（所在地）

事業の種類別セグメン
トの名称

設備の内容
従業員数
（名）

賃借料又はリー
ス料

本社

（東京都大田区）
全社的管理業務 研究所・事務所 347〔33〕

年間賃借料

504百万円

営業所

（全国16ヵ所）

船舶港湾機器事業

油空圧機器事業他
事務所 63〔32〕

年間賃借料

63百万円

国内子会社

会社名
事業所名
（所在地）

事業の種類別セ
グメントの名称

設備の内容
従業員数
（名）

賃借料又は
リース料

㈱トキメック情報

システムズ
東京都大田区 その他の事業

コンピューター

関連設備 57〔5〕
年間リース料

77百万円

３【設備の新設、除却等の計画】

　平成20年３月31日現在における設備計画の大要は次のとおりであります。

事業の種類別セグメ
ントの名称

平成20年３月
末計画金額
（百万円）

設備等の主な内容・目的 資金調達方法

船舶港湾機器事業 245
マリンレーダー用シミュレーター、ドラフトチャンバー、イン

パルス試験装置
自己資金

油空圧機器事業 901
鋳物金型、鋳物ブロック加工機、溶接機、NC旋盤、研磨機、事務

棟空調工事
自己資金

流体機器事業 70 オシロスコープ、流量計検定場増設工事 自己資金

防衛・通信機器事業 473

ハイパワーアンプ生産設備、シグナルアナライザ、雑音指数ア

ナライザ、電源特性試験装置、ネットワークアナライザ、信号

発生器、分光光度計

自己資金

その他の事業 187 リワインダ、ベクトルシグナルアナライザ 自己資金

合計 1,875 ― 　―

　（注）１　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

２　経常的な設備の更新のための除・売却を除き、重要な設備の除・売却の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 250,000,000

計 250,000,000

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数（株）
（平成20年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成20年６月27日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 85,382,196 85,382,196
東京証券取引所

市場第一部
－

計 85,382,196 85,382,196 － －

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数(株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増減
額（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成13年６月28日 － 85,382,196 － 7,218 △8,287 －

　（注）定時株主総会（平成13年６月28日開催）の決議により、未処理損失を補填するため資本準備金を取崩しました。

（５）【所有者別状況】

　 （平成20年３月31日現在）

区分

株式の状況（１単元の株式数1,000株）
単元未満
株式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法人
外国法人等

個人その他 計
個人以外 個人

株主数（人） － 39 39 207 61 3 7,789 8,138 －

所有株式数

（単元）
－ 33,378 1,374 10,430 7,262 14 32,536 84,994 388,196

所有株式数の

割合（％）
－ 39.27 1.62 12.27 8.54 0.02 38.28 100 －

　（注）１　自己株式126,979株は「個人その他」に126単元及び「単元未満株式の状況」に979株を含めて記載してありま

す。なお、自己株式126,979株は、株主名簿記載上の株式数であり、平成20年３月31日現在の実保有残高は

124,979株であります。

２　「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が28単元含まれております。
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（６）【大株主の状況】

　 （平成20年３月31日現在）

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

日本トラスティ・サービス信託銀

行株式会社（注１）
東京都中央区晴海１丁目８番11号 7,172 8.40

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１番２号 4,234 4.96

京阪神興業株式会社 神戸市中央区浪花町15番地 3,005 3.52

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６番６号 2,861 3.35

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

（常任代理人　日本マスタートラ

スト信託銀行株式会社）（注１）

東京都千代田区丸の内１丁目４番５号

（東京都港区浜松町２丁目11番３号）
2,694 3.16

トキメート協力会 東京都大田区南蒲田２丁目16番46号 2,564 3.00

日本マスタートラスト信託銀行株

式会社（注１）
東京都港区浜松町２丁目11番３号 2,548 2.98

資産管理サービス信託銀行株式会

社（注１）
東京都中央区晴海１丁目８番12号 2,511 2.94

トキメック持株会 東京都大田区南蒲田２丁目16番46号 2,296 2.69

ニッセイ同和損害保険株式会社 大阪市北区西天満４丁目15番10号 2,228 2.61

計 － 32,113 37.61

　（注）１　上記所有株式のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社　  7,172 千株

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　　　　　　　　　　577 〃

日本マスタートラスト信託銀行株式会社　　　  2,548 〃

資産管理サービス信託銀行株式会社　　　  　　2,511 〃

２　バークレイズ・グローバル・インベスターズ株式会社及びその共同保有者である下記１社が連名により、平

成20年１月18日付で平成20年１月14日を報告義務発生日とする大量保有報告書の変更報告書を提出してお

りますが、当社として当事業年度末現在における実質所有株式数の確認ができていないため、上記大株主の

状況には含めておりません。なお、当該変更報告書の内容は次のとおりであります。

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

バークレイズ・グローバル・インベス

ターズ㈱
東京都渋谷区広尾１丁目１番39号 3,915 4.59

バークレイズ・グローバル・インベス

ターズ、エヌ・エイ
米国 2,680 3.14

計 － 6,595 7.72

３　住友信託銀行株式会社より、平成20年４月７日付で平成20年３月31日を報告義務発生日とする大量保有報告

書の変更報告書を提出しておりますが、当社として当事業年度末現在における実質所有株式数の確認ができ

ていないため、上記大株主の状況には含めておりません。なお、当該変更報告書の内容は次のとおりでありま

す。

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

住友信託銀行㈱ 大阪市中央区北浜４丁目５番33号 5,703 6.68

計 － 5,703 6.68
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 （平成20年３月31日現在）

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式    124,000
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式 84,870,000 84,870 －

単元未満株式 普通株式    388,196 － －

発行済株式総数 85,382,196 － －

総株主の議決権 － 84,870 －

　（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が 28 千株（議決権 28 個）含まれてお

ります。

②【自己株式等】

　 （平成20年３月31日現在）

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式） 　     

株式会社トキメック
大田区南蒲田

２丁目16番46号
124,000 － 124,000 0.15

計 － 124,000 － 124,000 0.15

　（注）株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が2,000株（議決権２個）あります。

なお、当該株式数は上記「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式の中に含まれておりま

す。

（８）【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第３号に該当する普通株式の取得及び会社法第155条第７号に該当する普通株式の

取得

（１）【株主総会決議による取得の状況】

 該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

 該当事項はありません。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 17,444 5,202,856

当期間における取得自己株式 2,193 554,692

　（注）当期間における取得自己株式には、平成20年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りによる株式は含まれておりません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った

取得自己株式
－ － － －

その他

（―）
－ － － －

保有自己株式数 124,979 － 127,172 －

　（注）当期間における保有自己株式には、平成20年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りによる株式は含まれておりません。
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３【配当政策】

　当社は株主に対する利益配当は、企業体質の強化とのバランスを図りながら、安定的な配当を継続して行うことを基

本方針としております。

　配当につきましては年１回の期末配当を行うことを基本方針としております。なお、期末配当の決定機関は株主総会

であります。

　前期は創立110周年の記念配当２円を加えた５円の配当を実施いたしましたが、当期は経常利益ベースで２期連続の

増収増益となったことから、１株当たり５円の普通配当を実施致します。

　次期の業績は一時的に落込みますが、株主の皆様への安定的な配当の継続及び2009年度以降は業績が回復する見込

みであることから、次期の配当につきましては、一株当たり５円を予定しております。

　内部留保資金につきましては、競争優位を継続的に創出する「成長サイクル」の構築に向けて、研究開発、生産性向

上、グローバル戦略の推進などを目的とした資金需要に充当してまいります。

　なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額

（百万円）

１株当たり配当額

（円）

 平成20年６月27日

定時株主総会決議
426 5

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第73期 第74期 第75期 第76期 第77期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

最高（円） 307 298 366 365 351

最低（円） 123 178 192 227 232

　（注）最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成19年10月 11月 12月 平成20年１月 ２月 ３月

最高（円） 334 341 351 328 331 304

最低（円） 235 286 303 264 266 232

　（注）最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

（代表取締役）

取締役社長
－ 脇　憲一 昭和22年５月19日生

昭46.４ 当社入社

（注４） 36

平５.４ 同マリンシステム事業部営業部

長

〃８.４ 同電子システム事業部防衛営業

部長

〃12.４ 同制御システム事業部船舶港湾

事業統括部長

〃13.６ 同執行役員就任

〃14.４ 同第１制御事業部長

〃14.６ 同取締役就任

〃16.４ 同情報担当兼社長室長兼情報戦

略室長委嘱

〃17.６　 同常務取締役就任

〃18.６ 同ＣＳＲ推進担当委嘱

〃20.４ 同代表取締役就任（現）

〃20.４ 同取締役社長就任（現）

（代表取締役）

常務取締役

法務担当兼資材担

当兼内部監査担当

兼管理統括部長

鷲野　健次 昭和22年12月29日生

昭46.４ ㈱神戸銀行入行

（注４） 27

平８.６ ㈱さくら銀行兜町支店長

〃10.４ 同本店営業部本店営業第三部長

〃12.６ 当社出向

〃13.４ 同社長室長

〃13.６ 同取締役就任

〃13.６ 同執行役員就任（現）

〃15.６ 同常務取締役就任（現）

〃15.６ 同情報担当兼情報戦略室長委嘱

〃16.４ 同法務担当兼資材担当兼管理統

括部長委嘱（現） 

〃18.６ 同内部監査担当委嘱（現）

〃19.６ 同代表取締役就任（現） 

常務取締役 第２制御事業部長 秋田　芳助 昭和23年２月６日生

昭46.４ 当社入社

（注４） 23

平６.４ 同パワーコントロール事業部技

術部長

〃12.４ 同制御システム事業部パワーコ

ントロール事業統括部長

〃13.６ 同執行役員就任（現）

〃14.４ 同第２制御事業部長（現）

〃15.６ 同取締役就任

〃19.６ 同常務取締役就任（現）

常務取締役
技術担当兼研究開

発センタ所長
赤羽　紀之 昭和26年11月13日生

昭51.４ 当社入社

（注４） 12

平元.６ 同研究開発センタ計測・電子シ

ステム部長

〃７.１ 同経営企画室専門部長

〃10.４ 同電子システム事業部デバイス

機器部長

〃12.４ 同電子システム事業部通信機器

事業統括部長

〃13.６ 同執行役員就任（現）

〃14.４ 同電子事業部通信機器事業統括

部長

〃15.６ 同取締役就任

〃20.４ 技術担当兼研究開発センタ所長

委嘱（現）

〃20.６ 同常務取締役就任（現）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

取締役 第１制御事業部長 山田　秀光 昭和27年８月31日生

昭52.４ 当社入社

（注４） 16

平７.４ 同マリンシステム事業部技術部

長

〃12.３ 同制御システム事業部技術部長

〃14.４ 同第１制御事業部船舶港湾技術

部長

〃16.４ 同第１制御事業部長（現）

〃16.６ 同取締役執行役員就任（現）

取締役 電子事業部長 海老沼　廣 昭和25年４月25日生

昭48.４ 第一東京計器㈱（現㈱トキメッ

ク）入社

（注４） 11

平７.４ 当社航空特機事業部生産管理部

長

〃12.４ 同電子事業部生産部長

〃14.６ 同執行役員就任（現）

〃19.４ 同電子事業部長（現）

〃19.６ 同取締役就任（現）

　取締役

生産担当兼第２制

御事業部副事業部

長兼生産部長

水戸部　基　 昭和25年３月12日生

昭48.10 東京ビッカース㈱（現㈱トキ

メック）入社

（注４） 18

平13.４ 当社第２制御事業部生産部長

（現）

〃15.６ 同執行役員就任（現）

〃20.４ 同第２制御事業部副事業部長

（現）同生産特命担当

〃20.６ 同取締役就任　生産担当委嘱

（現）　

取締役

営業・サービス担

当兼第１制御事業

部副事業部長

木村　節朗　 昭和27年１月30日生

昭49.４ 当社入社

（注４） 12

平12.４ 同制御事業部船舶港湾営業部長

　

〃20.４ 同第１制御事業部副事業部長

(現）営業・サービス特命担当

〃20.６ 同取締役執行役員就任（現）

同営業・サービス担当委嘱

（現）

取締役

情報担当兼ＣＳＲ

推進担当兼社長室

長

安藤　毅 昭和31年６月２日生

昭56.５ 当社入社

（注４） 18

平９.４ 同制御システム事業部コンバー

ティングプロジェクト長　

〃14.６ ㈱トキメック自動建機取締役社

長　

〃18.７ 当社社長室担当部長　

〃20.４ 同情報担当兼ＣＳＲ推進担当兼

社長室長（現）　

〃20.６ 同取締役執行役員就任（現）

取締役 － 川井　昭陽 昭和23年２月22日生

昭48.４ 三菱重工業㈱入社

（注４） ―

平16.４ 同名古屋誘導推進システム製作

所所長

〃18.４ 同執行役員就任

〃20.４ 同常務執行役員　航空宇宙事業

本部長（現）

〃20.６ 同代表取締役就任（現）

〃20.６ 当社取締役就任（現）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

常勤監査役 － 高梨　千秋 昭和21年１月９日生

昭44.４ 当社入社

（注５） 19

平２.６ 同企画室経営企画部長

〃９.６ 同取締役就任

〃９.10 同社長室長委嘱

〃10.６ 同関係会社担当委嘱

〃12.４ 同電子システム事業部長委嘱

〃13.６ 同執行役員就任

〃14.４ 同電子事業部長委嘱

〃15.６ 同代表取締役就任

〃15.６ 同常務取締役就任

〃19.６ 同常勤監査役就任（現）

常勤監査役 － 石橋　昇 昭和15年２月11日生

昭38.４ 当社入社

（注５） 21

〃63.10 同アドバンスドシステム推進室

専門部長

平６.３ 同法務部長

〃８.４ 同総務部法務・知財グループ長

〃12.４ 同総務部専門部長

〃12.６ 同常勤監査役就任（現）

監査役 － 原　安洋 昭和16年４月11日生

昭39.４ ㈱三菱銀行入行

（注６） ―

〃60.４ 同竹町支店長

平３.５ 同丸の内支店長

〃３.６ 同取締役就任

〃５.７ ダイヤモンドシステム開発㈱取

締役社長就任

〃７.６ ダイヤモンド抵当証券㈱取締役

社長就任

〃10.12 三菱アセット・ブレインズ㈱取

締役社長就任

〃13.６ 当社監査役就任（現）

〃16.６ 高周波熱錬㈱監査役就任（現）

監査役 － 米田　正典 昭和25年７月24日生

昭49.４ 同和火災海上保険㈱入社

（注７） ―

平12.４ 同東京企業営業第一部部長

〃13.４ ニッセイ同和損害保険㈱東京企

業営業第三部部長

〃15.６ 同取締役就任（現）

〃16.４ 同営業推進部部長委嘱

〃18.４ 同常務執行役員就任（現）

〃18.６ 当社監査役就任（現）

　 　 　 　 　 計 212

　（注）１　当社は、業務執行力の強化と事業単位の責任の明確化を図るため、平成13年６月より執行役員制度を導入して

おります。

執行役員は10名で、取締役兼務執行役員８名及び第１制御事業部生産部長村林一成、電子事業部生産部長

畑ヶ山和彦の２名で構成されております。

２　取締役川井昭陽は、会社法第２条第15号に定める「社外取締役」であります。

３　監査役原　安洋及び監査役米田正典は、会社法第２条第16号に定める「社外監査役」であります。

４　平成20年６月27日開催の定時株主総会の終結の時から１年間

５　平成19年６月28日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

６　平成20年６月27日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

７　平成18年６月29日開催の定時株主総会の終結の時から４年間
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６【コーポレート・ガバナンスの状況】

(1）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　当社グループは、法令を遵守した企業倫理の重要性を認識するとともに、激変する社会、環境に迅速に対応し、企業

の継続的な成長、発展と長期的な企業価値の向上を図るため、経営の健全性と透明性の充実に向けて取組んでまい

ります。また、株主をはじめ、顧客、取引先、地域社会、従業員等との良好な関係を築くとともに、株主総会、取締役会、

監査役会、会計監査人、内部監査室などの経営監視機能をより一層改善、整備しながらコーポレート・ガバナンスを

充実させてまいります。

(2）会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等

① 経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織の状況

ア．取締役会は、提出日現在取締役10名の体制を敷き、経営の公正性を高めるため、うち１名は社外取締役を招聘

しております。また、定時取締役会と臨時取締役会に区分し、定時取締役会は原則として毎月最終月曜日に、

臨時取締役会は必要に応じて開催し、法令で定められた事項や重要な経営事項の審議・決定並びに業務執行

の状況を監督しております。

イ．取締役、監査役及び執行役員（提出日現在13名）で構成される経営会議は、毎月第１を除く月曜日に開催し、

経営に関する基本方針、戦略事項並びに重要な業務執行事項等を審議、決定しております。

ウ．当社は監査役制度を採用し、監査役会は社外監査役２名を含む４名で構成しております。また、監査役会は、

会計監査人及び内部監査室と積極的な情報交換を行い相互連係に努めるとともに、代表取締役と監査役との

定期的な意見交換の場をもつなど、コンプライアンスの充実・強化を図っております。

エ．意思決定の迅速化を図り、経営の機動力を高めるため、平成17年６月の株主総会において、定款を一部変更し

取締役の員数を12名に減じ、併せて報酬枠を月額16百万円に減少いたしました。

② 内部統制機能の整備状況

平成20年３月17日の取締役会において、運用実態等を踏まえ内部統制に係る基本方針の一部改正を決議いたしま

した。この改正した基本方針に基づき監査役の独立性を確保することはもとより、当社及び当社連結子会社の内

部統制活動の監査を行う組織として内部監査室を、リスク管理等のコンプライアンス態勢を推進する組織として

企業倫理委員会及びＣＳＲ推進室を設けて推進しています。また、当社の倫理規程に定める企業倫理行動基準に

適合する事業活動を含めたＣＳＲ活動を推進していくとともに、絶えず見直しを実施しながら、その水準を向上

させてまいります。

ア．法令、定款、企業行動基準等に適合することを確保するための体制の整備状況

企業倫理委員会は、当社及び当社グループの企業倫理責任者で構成し、当社グループの企業倫理活動を横断

的に管理し、取締役及び使用人への企業倫理教育を徹底させ違反行為の未然防止を図っています。また、法令

上疑義のある行為等について直接状況提供を行う手段としての内部通報制度を設置しています。この場合に

おいて通報者に不利益がないことを確保しております。

イ．リスク管理体制の整備状況

ＣＳＲ推進室は当社グループのリスク管理体制（責任部署）を明確化し、危機管理マニュアル等の管理規程

を整備するとともに当社グループの財務報告の信頼性を担保し、金融商品取引法に規定する内部統制報告書

の提出を有効且つ適切に行うため、財務報告に係る内部統制の体制を整備し運用を管理します。また、リスク

マネジメントを推進し、重大なリスク情報については取締役会に報告しています。内部監査室は当社グルー

プの企業倫理・活動全般はもとより財務報告に係る内部統制の適正性を監査します。企業倫理委員会は監査

結果を反映した改善もしくは是正措置を審議し決定しております。

③ 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する整備状況

職務執行に係る情報については、文書又は電磁的記録媒体に記録し、文書管理に関する規程の定めるところに従

い、適切且つ確実に保存し取締役、監査役が閲覧可能な状態にて管理しております。

④ 情報開示の整備状況

アカウンタビリティ（説明責任）とディスクロージャー（情報開示）については、四半期毎の情報開示の他、適

時適切な情報提供を行うべく、新聞、社外向け広報紙、ホームページ等での決算情報、アニュアルレポート等の公

表に努めております。

⑤ 反社会的勢力排除に向けた整備状況

反社会的勢力とは一切の関係を遮断することを目的とし、組織的に対応する部署を法務室とし、警察等の外部連

絡機関と連携して毅然とした態度で対応しております。　

具体的には、企業倫理行動基準の中で、反社会的勢力との毅然とした態度での対応を宣言し、危機管理マニュアル

の中で、反社会的勢力への対応マニュアルを整備しております。

⑥ 内部監査の整備状況

内部監査室（提出日現在９名）は、当社グループを対象とした企業倫理・活動全般に関する監査を実施し、その

結果を経営会議、監査役会及び企業倫理委員会、ＣＳＲ推進室等の関係部署に報告しています。企業倫理委員会は

監査結果を反映した改善もしくは是正措置を審議し決定しております。
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⑦ 最近１年間の実施状況

ア．平成20年３月期は10回の取締役会を開催いたしました。

イ．平成20年３月期は42回の経営会議を開催いたしました。

ウ．平成20年３月期は12回の監査役会を開催いたしました。

エ．平成20年３月の取締役会で内部統制に係る基本方針の一部改正を決議いたしました。

(3）社外取締役及び社外監査役との利害関係

提出日現在で社外取締役川井昭陽が三菱重工業株式会社の代表取締役執行役員に就任していますが、同社とは通

常の取引先と同様の条件で取引が行われております。

　　社外監査役原　安洋と当社との間には、特別な利害関係はありません。

　社外監査役米田正典が取締役常務執行役員に就任しているニッセイ同和損害保険株式会社は、当社の大株主で

ありますが、通常の取引先と同様の条件で取引が行われております。

(4）会計監査の状況

　会計監査人については、監査法人トーマツと監査契約を締結し、継続して監査を受けており、平成20年３月期に

おける監査の体制は以下のとおりであります。

① 監査業務を執行した公認会計士の氏名、所属する監査法人名

監査法人トーマツ　指定社員　業務執行社員　中野　眞一

指定社員　業務執行社員　五十幡　理一郎

② 監査業務に係る補助者の構成

公認会計士　　２名

会計士補等　　６名

その他　　　　１名

(5）役員報酬の内容

取締役に支払った報酬　158百万円

監査役に支払った報酬　 22百万円

(6）監査報酬の内容

公認会計士法（昭和23年法律第103号）第２条第１項の業務に基づく報酬　　30百万円

上記以外の報酬　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　８百万円

　（注）上記以外の報酬の内容は、財務報告に係る内部統制に関する助言・指導業務に対する報酬であります。

(7)取締役の定数

　当社の取締役は12名以内とする旨を定款に定めております。

(8)取締役の選任の決議要件

　当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が

出席し、その議決権の過半数をもって行う旨、及び累積投票によらないものとする旨を定款に定めております。

(9)株主総会決議事項を取締役会で決議することができる事項

　当社は、自己株式の取得について機動的な資本政策を遂行することを目的として、会社法第165条第2項の規定によ

り、取締役会の決議によって自己の株式を取得することができる旨を定款に定めております。

(10)株主総会の特別決議要件

　当社は、会社法第309条第２項に定める決議は、定款に別段の定めのある場合を除き、議決権を行使することができ

る株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款に定めて

おります。

　これは、株主総会における定足数を緩和することにより、株主総会の機動的な運営を可能とすることを目的として

おります。
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(11）コーポレート・ガバナンスに関わる当社の概略図
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第５【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、

当連結会計年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成し

ております。

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業

年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

２　監査証明について

　当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）

の連結財務諸表及び前事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）の財務諸表について、並びに、金融

商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当連結会計年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）の

連結財務諸表及び当事業年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）の財務諸表について、監査法人トーマ

ツにより監査を受けております。
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

　 　
前連結会計年度

（平成19年３月31日）
当連結会計年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（資産の部） 　       

Ⅰ　流動資産 　       

１　現金及び預金 　  5,361   4,894  

２　受取手形及び売掛金 ＊５  16,167   17,764  

３　棚卸資産 　  11,964   11,289  

４　繰延税金資産 　  856   850  

５　未収入金 　  164   277  

６　その他 　  225   382  

貸倒引当金 　  △86   △20  

流動資産合計 　  34,650 71.0  35,435 72.5

Ⅱ　固定資産 　       

１　有形固定資産 　       

(1）建物及び構築物 ＊１ 12,838   12,808   

減価償却累計額 　 10,142 2,696  10,282 2,526  

(2）機械装置及び運搬具 ＊１ 14,480   14,500   

減価償却累計額 　 12,746 1,734  12,830 1,670  

(3）工具器具及び備品 ＊１ 10,366   10,370   

減価償却累計額 　 9,130 1,235  9,111 1,258  

(4）土地 ＊１  1,927   1,926  

(5）建設仮勘定 　  31   71  

有形固定資産合計 　  7,624 15.6  7,452 15.2

２　無形固定資産 　       

(1）のれん 　  98   65  

 (2）ソフトウェア 　  34   23  

(3）その他 　  9   7  

無形固定資産合計 　  141 0.3  96 0.2
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前連結会計年度

（平成19年３月31日）
当連結会計年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

３　投資その他の資産 　       

(1）投資有価証券 ＊３  3,692   2,789  

(2）長期貸付金 　  87   178  

(3）繰延税金資産 　  1,479   1,778  

(4）差入保証金 　  1,022   1,028  

(5）その他 　  189   238  

貸倒引当金 　  △70   △91  

投資その他の資産合計 　  6,399 13.1  5,920 12.1

固定資産合計 　  14,164 29.0  13,468 27.5

資産合計 　  48,814 100.0  48,903 100.0
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前連結会計年度

（平成19年３月31日）
当連結会計年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（負債の部） 　       

Ⅰ　流動負債 　       

１　支払手形及び買掛金 　  6,641   7,254  

２　短期借入金 ＊１  7,493   9,672  

３　未払金 　  560   496  

４　未払法人税等 　  1,624   493  

５　賞与引当金 　  1,005   1,129  

６　その他 　  1,552   1,890  

流動負債合計 　  18,876 38.6  20,934 42.8

Ⅱ　固定負債 　       

１　長期借入金 　  5,101   2,092  

２　繰延税金負債 　  8   2  

３　退職給付引当金 　  5,486   5,128  

４　役員退職慰労引当金 　  269   295  

５　その他 　  11   13  

固定負債合計 　  10,874 22.3  7,529 15.4

負債合計 　  29,750 60.9  28,463 58.2

　 　       

（純資産の部） 　       

Ⅰ　株主資本 　       

１　資本金 　  7,218 14.8  7,218 14.8

２　資本剰余金 　  14 0.0  14 0.0

３　利益剰余金 　  10,455 21.4  12,377 25.3

４　自己株式 　  △18 △0.0  △23 △0.1

株主資本合計 　  17,668 36.2  19,585 40.0

Ⅱ　評価・換算差額等 　       

１　その他有価証券評価差額金 　  1,177 2.4  665 1.4

２　為替換算調整勘定 　  68 0.2  39 0.1

評価・換算差額等合計 　  1,245 2.6  704 1.5

Ⅲ　少数株主持分 　  150 0.3  151 0.3

純資産合計 　  19,063 39.1  20,440 41.8

負債純資産合計 　  48,814 100.0  48,903 100.0
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②【連結損益計算書】

　 　
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高 　  46,808 100.0  51,321 100.0

Ⅱ　売上原価 ＊４  34,667 74.1  38,186 74.4

売上総利益 　  12,141 25.9  13,135 25.6

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ＊1,4  8,858 18.9  9,287 18.1

営業利益 　  3,284 7.0  3,848 7.5

Ⅳ　営業外収益 　       

１　受取利息 　 16   35   

２　受取配当金 　 48   55   

３　団体生命保険受取配当金 　 38   39   

４　設備賃貸料 　 11   9   

５　持分法による投資利益 　 57   30   

６　その他 　 85 255 0.5 79 246 0.5

Ⅴ　営業外費用 　       

１　支払利息 　 190   195   

２　棚卸資産処分損 　 235   216   

３　その他 　 55 481 1.0 82 493 1.0

経常利益 　  3,058 6.5  3,602 7.0

Ⅵ　特別利益 　       

１　固定資産売却益 ＊２ 0   12   

２　貸倒引当金戻入益 　 5   45   

３　事業譲渡益 　 ―   7   

４　投資有価証券売却益 　 2 7 0.0 ― 64 0.1

　 　       

Ⅶ　特別損失 　       

１　固定資産売却及び除却損 ＊３ 43   41   

２　投資有価証券評価損 　 116   53   

３　事業譲渡に伴う棚卸処分損 　 ― 159 0.3 4 97 0.1

税金等調整前当期純利益 　  2,906 6.2  3,569 7.0

法人税、住民税及び事業税 　 1,647   1,287   

還付住民税等 　 ―   △121   

法人税等調整額 　 △2,285 △638 △1.4 42 1,208 2.4

少数株主利益又は損失（△） 　  △5 △0.0  4 0.0

当期純利益 　  3,548 7.6  2,357 4.6
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日　残高
（百万円）

7,218 14 7,163 △15 14,379

連結会計年度中の変動額      

剰余金の配当（注） ― ― △256 ― △256

当期純利益 ― ― 3,548 ― 3,548

自己株式の取得 ― ― ― △3 △3

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

― ― ― ― ―

連結会計年度中の変動額合計
（百万円）

― ― 3,293 △3 3,289

平成19年３月31日　残高
（百万円）

7,218 14 10,455 △18 17,668

 

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計その他有価証券評価
差額金

為替換算調整勘定
評価・換算差額等合
計

平成18年３月31日　残高
（百万円）

1,395 1 1,396 131 15,906

連結会計年度中の変動額      

剰余金の配当（注） ― ― ― ― △256

当期純利益 ― ― ― ― 3,548

自己株式の取得 ― ― ― ― △3

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

△218 67 △151 19 △132

連結会計年度中の変動額合計
（百万円）

△218 67 △151 19 3,157

平成19年３月31日　残高
（百万円）

1,177 68 1,245 150 19,063

 （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日　残高
（百万円）

7,218 14 10,455 △18 17,668

連結会計年度中の変動額      

剰余金の配当 ― ― △426 ― △426

当期純利益 ― ― 2,357 ― 2,357

自己株式の取得 ― ― ― △5 △5

持分法適用会社増加に伴う減少高 ― ― △9 ― △9

株主資本以外の項目の連結会計年
度中の変動額（純額）

― ― ― ― ―

連結会計年度中の変動額合計
（百万円）

― ― 1,922 △5 1,917

平成20年３月31日　残高
（百万円）

7,218 14 12,377 △23 19,585

 

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計その他有価証券評価
差額金

為替換算調整勘定
評価・換算差額等合
計

平成19年３月31日　残高
（百万円）

1,177 68 1,245 150 19,063

連結会計年度中の変動額      

剰余金の配当 ― ― ― ― △426

当期純利益 ― ― ― ― 2,357

自己株式の取得 ― ― ― ― △5

持分法適用会社増加に伴う減少高 ― ― ― ― △9
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評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計その他有価証券評価
差額金

為替換算調整勘定
評価・換算差額等合
計

株主資本以外の項目の連結会計年
度中の変動額（純額）

△513 △29 △542 2 △540

連結会計年度中の変動額合計
（百万円）

△513 △29 △542 2 1,377

平成20年３月31日　残高
（百万円）

665 39 704 151 20,440
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

　 　
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー 　   

１　税金等調整前当期純利益 　 2,906 3,569

２　減価償却費 　 790 1,089

３　のれん償却額 　 49 33

４　貸倒引当金の増減額（△は減少） 　 2 △45

５　退職給付引当金の増減額（△は減少） 　 708 △358

６　賞与引当金の増加額 　 104 124

７　役員退職慰労引当金の増加額 　 67 26

８　受取利息及び受取配当金 　 △65 △90

９　支払利息 　 190 195

10  持分法による投資利益 　 △57 △30

11  投資有価証券売却益 　 △2 ―

12  投資有価証券評価損 　 116 53

13  固定資産売却益 　 △0 △12

14  固定資産売却及び除却損 　 43 41

15  売上債権の増加額 　 △2,087 △1,600

16  棚卸資産の増減額（△は増加） 　 △130 650

17　仕入債務の増加額 　 515 614

18  その他の資産の増加額 　 △38 △269

19　その他の負債の増加額 　 200 235

20  その他 　 19 26

小計 　 3,331 4,250

21　利息及び配当金の受取額 　 67 97

22　利息の支払額 　 △195 △224

23　法人税等の支払額 　 △181 △2,266

営業活動によるキャッシュ・フロー 　 3,022 1,857
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前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円）

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー 　   

１　投資有価証券の取得による支出 　 △80 △9

２　投資有価証券の売却による収入 　 7 ―

３　投資有価証券の清算による収入 　 ― 7

４　固定資産の取得による支出 　 △704 △934

５　固定資産の売却による収入 　 13 14

６　営業の譲受けによる支出 ＊３ △76 ―

７　営業の譲渡による収入
＊２ 
　

2 29

８　貸付けによる支出 　 △11 △164

９　貸付金の回収による収入 　 19 17

10　敷金保証金の回収による収入 　 166 7

11　連結範囲の変更を伴う子会社株式取得に
よる収入

＊４ 11 ―

12　その他 　 34 △27

投資活動によるキャッシュ・フロー 　 △620 △1,059

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー 　   

１　短期借入金の純減少額 　 △3,927 △266

２　長期借入れによる収入 　 100 970

３　長期借入金の返済による支出 　 △1,779 △1,534

４　自己株式取得による支出 　 △3 △5

５　配当金の支払額 　 △254 △424

６　少数株主への配当金の支払額 　 △3 △3

財務活動によるキャッシュ・フロー 　 △5,867 △1,262

　 　   

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額 　 1 △3

Ⅴ　現金及び現金同等物の減少額 　 △3,464 △466

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高 　 8,820 5,356

Ⅶ　現金及び現金同等物の期末残高 ＊１ 5,356 4,889
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１　連結の範囲に関する事項

　連結子会社数は10社であり、全ての子会社を連結の範

囲に含めております。連結子会社名は「第１　企業の概

況　４　関係会社の状況」に記載のとおりであります。

　なお、㈱オズウェブテクノロジーは、連結子会社㈱トキ

メック情報システムズが株式の取得を行ったため、当連

結会計年度より連結子会社となりました。

１　連結の範囲に関する事項

　連結子会社数は10社であり、全ての子会社を連結の範

囲に含めております。連結子会社名は「第１　企業の概

況　４　関係会社の状況」に記載のとおりであります。

　

２　持分法の適用に関する事項

(1）持分法適用会社は２社であります。

関連会社名：TOKIMEC KOREA POWER CONT

ROL CO.,

LTD.

盛岡特機㈱

２　持分法の適用に関する事項

(1)　持分法適用の関連会社数　３社

 会社名

TOKIMEC KOREA POWER CONTROL CO.,LTD.

 

盛岡特機㈱

TOKIMEC KOREA HYDRAULICS (Wuxi) CO.,

LTD.

(2）TOKIMEC KOREA HYDRAULICS (Wuxi) CO.,LTD.

は、連結純損益及び連結利益剰余金等に及ぼす影響が

軽微であるため持分法を適用せず、原価法により評価

しております。

(2)　前連結会計年度まで原価法により評価していた

  TOKIMEC KOREA HYDRAULICS (Wuxi)CO.,LTD.

は、当連結会計年度より重要性の観点から持分法を適

用しております。 

(3）持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異な

る会社については、各社の事業年度に係る財務諸表を

使用しております。

(3）　　　　　　　　　同左

 

３　連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社のうち、TOKIMEC U.S.A.,INC.及び㈱オズ

ウェブテクノロジーの決算日は、12月31日であります。

連結財務諸表の作成に当たっては同決算日現在の財務

諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引に

ついては、連結上必要な調整を行っております。

３　連結子会社の事業年度等に関する事項

　同左

４　会計処理基準に関する事項 ４　会計処理基準に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券：その他有価証券

時価のあるもの…決算期末日の市場

価格等に基づく時

価法（評価差額は

全部純資産直入法

により処理し、売却

原価は移動平均法

により算定）

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券：その他有価証券

時価のあるもの…同左

時価のないもの…総平均法による原

価法

時価のないもの…同左
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前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

②　棚卸資産：

商品、製品、半製品、仕掛品…主として個別法によ

る原価法により

評価しておりま

す。

②　棚卸資産：

商品、製品、半製品、仕掛品…同左

部品、原材料……………主として先入先出法によ

る原価法により評価し

ております。

部品、原材料……………同左

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 (2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産 ：平成10年４月１日以降取得した

建物（建物附属設備を除く）に

ついては定額法によっておりま

す。その他の有形固定資産につ

いては定率法によっておりま

す。

なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。

①　有形固定資産 ：平成10年４月１日以降取得した

建物（建物附属設備を除く）に

ついては定額法によっておりま

す。その他の有形固定資産につ

いては定率法によっておりま

す。

なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。 

建物 ８年～65年 

機械及び装置 ４年～11年 

工具器具及び

備品
２年～15年 

建物 ８年～65年  

機械及び装置 ４年～11年  

工具器具及び

備品
２年～15年  

　

　

　

（会計方針の変更）

当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴

い、当連結会計年度より、平成19年４月１日以降に取

得した有形固定資産について、改正後の法人税法に基

づく減価償却の方法に変更しております。

これによる損益に与える影響は軽微であります。

また、セグメント情報に与える影響も軽微でありま

す。

（追加情報）

当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴

い、平成19年３月31日以前に取得した資産について

は、改正前の法人税法に基づく減価償却の方法の適用

により取得価額の５％に到達した連結会計年度の翌

連結会計年度より、取得価額の５％相当額と備忘価額

との差額を５年間にわたり均等償却し、減価償却費に

含めて計上しております。

この変更に伴い、当連結会計年度の減価償却費は従

来の方法によった場合と比較して234百万円増加し、

営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益がそ

れぞれ192百万円減少しております。

なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に

記載しております。

②　無形固定資産 ：定額法によっております。

なお、ソフトウェアについては、

社内における利用可能期間に基

づく定額法（５年）によってお

ります。

②　無形固定資産 ：同左
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前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

(3）重要な引当金の計上基準 (3）重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金 ：債権等の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別

に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しております。

①　貸倒引当金 ：同左

②　賞与引当金 ：従業員に支給する賞与に備える

ため、過去の支給実績を勘案し

当連結会計年度に負担すべき支

給見込額を計上しております。

②　賞与引当金 ：同左

③　退職給付引当

金

：従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当連結会計年度

末に発生していると認められる

額を計上しております。

会計基準変更時差異（7,627百

万円）については、連結財務諸

表提出会社は10年による均等額

を費用処理しております。

数理計算上の差異は、発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内

の一定年数（10年）による定率

法により、翌連結会計年度から

費用処理しております。

③　退職給付引当

金

：同左

④　役員退職慰労

引当金

：連結財務諸表提出会社及び連結

子会社８社は、役員の退職慰労

金の支出に備えるため、内規に

基づく期末要支給額を計上して

おります。

④　役員退職慰労

引当金

：連結財務諸表提出会社及び連結

子会社７社は、役員の退職慰労

金の支出に備えるため、内規に

基づく期末要支給額を計上して

おります。

(4）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算

の基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算差額は損益として処理して

おります。なお、在外子会社等の資産、負債、収益及び

費用は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定

に含めて計上しております。

(4）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算

の基準

　同左

(5）重要なリース取引の処理方法

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっ

ております。

(5）重要なリース取引の処理方法

同左
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前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

(6）重要なヘッジ会計の方法 (6）重要なヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法

長期借入金の金利変動リスクを回避する目的で一

部金利スワップ取引を利用し、ヘッジ会計を適用し

ております。金利スワップは特例処理の要件を満た

しているので特例処理を採用しております。

①　ヘッジ会計の方法

同左

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

当連結会計年度にヘッジ会計を適用したヘッジ手

段とヘッジ対象は以下のとおりであります。

　　ヘッジ手段……金利スワップ

　　ヘッジ対象……長期借入金の利息

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

③　ヘッジ方針

デリバティブ取引に関する権限規程及び取引限度

額等を定めた内部規程に基づき、ヘッジ対象に係る

金利変動リスクを一定の範囲内でヘッジしており

ます。

③　ヘッジ方針

同左

④　ヘッジ有効性評価の方法 

金利スワップの特例処理の要件を満たしているの

で、有効性の評価を省略しております。

④　ヘッジ有効性評価の方法 

同左

(7）その他連結財務諸表作成のための重要な事項

①　消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式に

よっております。

(7）その他連結財務諸表作成のための重要な事項

①　消費税等の会計処理

同左

②　連結納税制度の適用

　連結納税制度を適用しております。

②　連結納税制度の適用

同左

５　連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

　連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時

価評価法を採用しております。

５　連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

同左

６　のれん及び負ののれんの償却に関する事項

　のれんの償却については５年間の均等償却を行ってお

り、金額が僅少な場合は発生時に全額を償却しておりま

す。

６　のれんの償却に関する事項

のれんの償却については５年間の均等償却を行ってお

り、金額が僅少な場合は発生時に全額を償却しておりま

す。

７　連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及

び現金同等物）は、手許現金、随時引出し可能な預金及

び取得日から３か月以内に満期日が到来する定期預金

からなります。

７　連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

同左
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

　当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月

９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号　平

成17年12月９日）を適用しております。

　これまでの資本の部の合計に相当する金額は18,914百万

円であります。

　なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の純資産

の部については、連結財務諸表規則の改正に伴い、改正後

の連結財務諸表規則により作成しております。

　

　―――――――

表示方法の変更

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

（連結貸借対照表） 　

前連結会計年度において、「営業権」として掲記され

ていたものは、当連結会計年度から「のれん」と表示し

ております。

―――――――

　 　

（連結キャッシュ・フロー計算書） 　

１　前連結会計年度において、「連結調整勘定償却額」と

して掲記されていたものは、当連結会計年度から「の

れん償却額」と表示しております。

―――――――

２　投資活動によるキャッシュ・フローの「敷金保証金の

回収による収入」は、前連結会計年度は「その他」に

含めて表示しておりましたが、金額的重要性が増した

ため区分掲記しております。

なお、前連結会計年度の「その他」に含まれている

「敷金保証金の回収による収入」は104百万円であり

ます。
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（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成19年３月31日）

当連結会計年度
（平成20年３月31日）

＊１　担保資産及び担保付債務

工場財団

＊１　　　　　　　　―――――――

　

(1）担保に供している資産 　

建物  2,078百万円

その他（土地・機械装置等） 1,828　〃

計  3,906百万円

　     

　     

　     

(2）担保資産に対応する債務 　

短期借入金 277百万円 　  

　２　受取手形割引高 　  6百万円 　２　　　　　　　　――――――― 　 　

＊３　関連会社に対するもの ＊３　関連会社に対するもの

投資有価証券（株式） 388百万円 投資有価証券（株式）    384百万円

　４　保証債務 　４　保証債務

関連会社

TOKIMEC KOREA POWER 

CONTROL CO.,LTD.の短期借入

金に対する連帯保証

122百万円

計    122百万円

関連会社

TOKIMEC KOREA POWER 

CONTROL CO.,LTD.の短期借入

金に対する連帯保証

137百万円

計      137百万円

＊５　連結会計年度末日満期手形

連結会計年度末日満期手形の会計処理については、

手形交換日をもって決済処理をしております。なお、

当連結会計年度の末日は金融機関の休日であったた

め、次の連結会計年度末日満期手形が連結会計年度

末残高に含まれております。

＊５　　　　　　　　―――――――

　

受取手形 537百万円 　 　
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（連結損益計算書関係）

項目
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

項目
当連結会計年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

　
販売費

（百万円）

一般管理費

（百万円）
　

販売費

（百万円）

一般管理費

（百万円）

＊１　販売費及び一般管理費 　 　 ＊１　販売費及び一般管理費 　 　

(1）荷造運搬費  453 7 (1）荷造運搬費  510  6

(2）販売手数料 127 ― (2）販売手数料 123 ― 

(3）特許権使用料 132 ― (3）特許権使用料 141 ― 

(4）役員報酬 9 197 (4）役員報酬 11 217

(5）給料・賃金手当 1,329  984 (5）給料・賃金手当 1,348 1,007

(6）賞与引当金繰入額 354  289 (6）賞与引当金繰入額 398  336

(7）退職給付費用 224  265 (7）退職給付費用 223  241

(8）役員退職慰労引当金

繰入額

11  59 (8）役員退職慰労引当金

繰入額

10  69

 (9）賃借料 283  200  (9）賃借料 280  202

(10）減価償却費 45  6 (10）減価償却費 49  6

(11）貸倒引当金繰入額 10 ― (11）研究開発費 ― 2,018

(12）研究開発費 ― 1,878 (12）その他 1,087 1,005

(13）その他 1,108 888 計 4,181 5,106

計 4,084 4,773 　   

      

＊２　固定資産売却益の主なものは、工具器具及び備品の

売却によるものであります。

＊２　固定資産売却益の主なものは、土地の売却によるも

のであります。

＊３　固定資産売却及び除却損の主なものは、「機械装置

及び運搬具（22百万円）」及び「工具器具及び備

品（13百万円）」の除却によるものであります。

＊３　固定資産売却及び除却損の主なものは、「機械装置

及び運搬具（13百万円）」及び「工具器具及び備

品（23百万円）」の除却によるものであります。

＊４　一般管理費及び当期製造費用に含まれる ＊４　一般管理費及び当期製造費用に含まれる

研究開発費 2,375百万円 研究開発費    2,503百万円
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（千株）

当連結会計年度
増加株式数（千株）

当連結会計年度
減少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式     

普通株式 85,382 ― ― 85,382

合計 85,382 ― ― 85,382

自己株式     

普通株式（注） 96 12 ― 108

合計 96 12 ― 108

 （注）普通株式の自己株式の株式数増加12千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月29日

定時株主総会
普通株式 256 3 平成18年３月31日 平成18年6月30日

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成19年６月28日

定時株主総会
普通株式 426 利益剰余金 5 平成19年３月31日 平成19年６月29日

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（千株）

当連結会計年度
増加株式数（千株）

当連結会計年度
減少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式     

普通株式 85,382 ― ― 85,382

合計 85,382 ― ― 85,382

自己株式     

普通株式（注） 108 17 ― 125

合計 108 17 ― 125

 （注）普通株式の自己株式の株式数増加17千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成19年６月28日

定時株主総会
普通株式 426 5 平成19年３月31日 平成19年6月29日

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
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（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成20年６月27日

定時株主総会
普通株式 426 利益剰余金 5 平成20年３月31日 平成20年６月30日
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

＊１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

（平成19年３月31日現在）

＊１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

（平成20年３月31日現在）

現金及び預金勘定    5,361百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △5　〃

現金及び現金同等物 5,356百万円

現金及び預金勘定 4,894百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △5　〃

現金及び現金同等物    4,889百万円

＊２　　　　　　　　―――――――

　

＊２　当連結会計年度に営業の譲渡により増減した主な資

産及び負債等の内訳

　 　

　 　

　 　 

  

流動資産 △22百万円

固定資産 △0　〃

事業譲渡益 7　〃

差引：営業の譲渡による収入 29百万円
  

＊３  当連結会計年度に営業の譲受けにより増加した主

な資産及び負債の内訳

＊３　　　　　　　　―――――――

固定資産 3百万円

流動負債 △73　〃

差引：営業の譲受けによる支出 △76百万円
  

　  

　 　

　 　

  

＊４　株式の取得により新たに連結子会社となった会社の

主な資産及び負債の内訳

株式の取得により新たに連結したことに伴う連結

開始時の資産及び負債の内訳並びに株式の取得価

額と取得による収入（純額）との関係は次のとお

りであります。

＜㈱オズウェブテクノロジー＞

＊４　　　　　　　　―――――――

　

流動資産 64百万円

固定資産 4　〃

のれん 16　〃

流動負債 △7　〃

少数株主持分 △27　〃

㈱オズウェブテクノロジー株式の

取得価額

50百万円

㈱オズウェブテクノロジーの

現金及び現金同等物

61　〃

差引：㈱オズウェブテクノロジー

取得による収入

11百万円
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（リース取引関係）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

（借主側）

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

（借主側）

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

　
工具器具及
び備品

合計

取得価額相当額 547百万円 547百万円

減価償却累計額
相当額

394百万円 394百万円

期末残高相当額 153百万円 153百万円

　
工具器具及
び備品

合計

取得価額相当額 156百万円 156百万円

減価償却累計額
相当額

40百万円 40百万円

期末残高相当額 116百万円 116百万円

②　未経過リース料期末残高相当額等

　　未経過リース料期末残高相当額

②　未経過リース料期末残高相当額等

　　未経過リース料期末残高相当額

１年内 114百万円

１年超 46　〃

計 161百万円

１年内 49百万円

１年超 68　〃

計 117百万円

③　支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

③　支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 118百万円

減価償却費相当額 110　〃

支払利息相当額 6　〃

支払リース料 74百万円

減価償却費相当額 70　〃

支払利息相当額 4　〃

④　減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

④　減価償却費相当額の算定方法

同左

⑤　利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。

⑤　利息相当額の算定方法

同左

２　オペレーティング・リース取引

（借主側）

２　オペレーティング・リース取引

（借主側）

未経過リース料 未経過リース料

１年内 504百万円

１年超 4,032　〃

計 4,536百万円

１年内 504百万円

１年超 3,528　〃

計 4,032百万円

（減損損失について）

リース資産に配分された減損損失はありません。

（減損損失について）

同左
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（有価証券関係）

前連結会計年度

１　その他有価証券で時価のあるもの（平成19年３月31日）

区分 取得原価（百万円）
連結貸借対照表計上額

（百万円）
差額（百万円）

連結貸借対照表計上額が取得原価を

超えるもの
   

株　式 890 2,873 1,983
その他 13 14 1

小計 903 2,887 1,984

連結貸借対照表計上額が取得原価を

超えないもの
   

株　式 390 386 △5

小計 390 386 △5

合計 1,294 3,273 1,979

 （注）１　表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。なお、当連結会計年度において減損処理を行い、

投資有価証券評価損116百万円を計上しております。

 　　　２　有価証券の減損処理にあたっては、決算期末日の時価の下落率が50％以上の場合は全て減損処理を行い、下落

率が30～50％の場合は、過去の時価の推移及び発行体の財務状況等により時価の回復可能性を判断し、必

要と認められた額について減損処理を行っております。

２　当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円）

7 2 ―

３　時価評価されていない有価証券（平成19年３月31日）

その他有価証券

内容 連結貸借対照表計上額（百万円）

非上場株式 32

当連結会計年度

１　その他有価証券で時価のあるもの（平成20年３月31日）

区分 取得原価（百万円）
連結貸借対照表計上額

（百万円）
差額（百万円）

連結貸借対照表計上額が取得原価を

超えるもの
   

株　式 709 1,988 1,280

小計 709 1,988 1,280

連結貸借対照表計上額が取得原価を

超えないもの
   

株　式 528 378 △150
その他 13 11 △2

小計 541 389 △152

合計 1,250 2,377 1,127

 （注）１　表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。なお、当連結会計年度において減損処理を行い、

投資有価証券評価損53百万円を計上しております。

 　　　２　有価証券の減損処理にあたっては、決算期末日の時価の下落率が50％以上の場合は全て減損処理を行い、下落

率が30～50％の場合は、過去の時価の推移及び発行体の財務状況等により時価の回復可能性を判断し、必

要と認められた額について減損処理を行っております。

２　時価評価されていない有価証券（平成20年３月31日）

その他有価証券

内容 連結貸借対照表計上額（百万円）

非上場株式 28
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（デリバティブ取引関係）

１　取引の状況に関する事項

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

①取引の内容及び利用目的等

連結財務諸表提出会社は長期借入金の金利変動リスク

を回避する目的で、金利スワップ取引を行っておりま

す。

①取引の内容及び利用目的等

同左

②取引に対する取組方針

連結財務諸表提出会社は、長期借入金の金利変動リス

クを回避するために、変動金利を固定金利に変換する

目的で金利スワップ取引を利用しております。なお、投

機目的の取引は一切行わない方針であります。

②取引に対する取組方針

同左

③取引に係るリスクの内容

金利スワップ取引については、将来の市場金利の変動

によるリスクを有しております。なお、契約先は大手金

融機関であり、契約不履行に係る信用リスクは現状で

はほとんどないと判断しております。

③取引に係るリスクの内容

同左

④取引に係るリスク管理体制

連結財務諸表提出会社のデリバティブ取引の実行及び

管理は「デリバティブ取引管理規程」に基づき、管理

統括部経理部にて担当しております。デリバティブ取

引の契約に際しては「取締役会規程」、「共通職務権

限基準」に定められた方法により決定後実行され、以

後定期的に取締役会等にリスク管理状況が報告されま

す。 

④取引に係るリスク管理体制

同左

⑤取引の時価等に関する補足説明

該当事項はありません 

⑤取引の時価等に関する補足説明

同左

２　取引の時価等に関する事項

前連結会計年度（平成19年３月31日）

　該当事項はありません。

　（注）ヘッジ会計を適用しているものについては、開示の対象から除いております。

当連結会計年度（平成20年３月31日）

　該当事項はありません。

　（注）ヘッジ会計を適用しているものについては、開示の対象から除いております。
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（退職給付関係）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１　退職給付制度の概要

連結財務諸表提出会社は適格退職年金制度を、国内連

結子会社は主に退職一時金制度を設けております。ま

た、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合

があります。なお、海外連結子会社は確定拠出型年金

制度を設けております。

１　退職給付制度の概要

同左

２　退職給付債務に関する事項 ２　退職給付債務に関する事項

退職給付債務 △11,587百万円

年金資産残高 3,827 〃

会計基準変更時差異の未処理額 2,261 〃

未認識数理計算上の差異 13 〃

退職給付引当金 △5,486百万円

退職給付債務 △12,405百万円

年金資産残高 4,618 〃

会計基準変更時差異の未処理額 1,507 〃

未認識数理計算上の差異 1,152 〃

退職給付引当金 △5,128百万円

３　退職給付費用に関する事項 ３　退職給付費用に関する事項

勤務費用 520百万円

利息費用 255 〃

期待運用収益 △34 〃

会計基準変更時差異処理額 754 〃

数理計算上の差異の費用処理額 36 〃

退職給付費用合計 1,531百万円

勤務費用 541百万円

利息費用 259 〃

期待運用収益 △38 〃

会計基準変更時差異処理額 754 〃

数理計算上の差異の費用処理額 3 〃

退職給付費用合計 1,518百万円

４　退職給付債務等の基礎率等に関する事項 ４　退職給付債務等の基礎率等に関する事項

同左

期間配分方法 期間定額基準

割引率 2.3％

期待運用収益率 1.0％

　 　

　 　

　 　

数理計算上の差異は、発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定年数（10年）による定率法によ

り、翌連結会計年度から費用処理しております。

会計基準変更時差異の処理年数は10年としており

ます。
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（税効果会計関係）

前連結会計年度
（平成19年３月31日）

当連結会計年度
（平成20年３月31日）

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の
内訳

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の
内訳

(1）流動の部 (1）流動の部
繰延税金資産  　

賞与引当金 407百万円
棚卸資産評価損 299 〃
未払事業税 130 〃
その他 241 〃

小計 1,077百万円
評価性引当額 △220 〃

繰延税金負債との相殺 △1 〃

繰延税金資産合計 856百万円
　  　

繰延税金資産  　

賞与引当金 457百万円
棚卸資産評価損 275 〃
棚卸資産未実現利益 169 〃
未払事業税 55 〃
その他 90 〃

小計 1,046百万円
評価性引当額 △196 〃

繰延税金資産合計 850百万円
繰延税金資産の純額 850百万円

繰延税金負債  　
未収還付事業税 △1百万円
繰延税金資産との相殺 1 〃

繰延税金負債合計 ―百万円

繰延税金資産の純額 856百万円
　  　

　  　
　  　
　  　
　  　
　  　
　  　

(2）固定の部 (2）固定の部
繰延税金資産  　
退職給付引当金 2,213百万円
役員退職慰労引当金 109 〃
貸倒引当金超過額 28 〃
その他 193 〃

小計 2,544百万円
評価性引当額 △270 〃

繰延税金負債との相殺 △795 〃

繰延税金資産合計 1,479百万円
　  　
繰延税金負債  　
その他有価証券評価差額金 △801百万円
その他 △1 〃

小計 △803百万円
繰延税金資産との相殺 795 〃

繰延税金負債合計 △8百万円
繰延税金資産の純額 1,471百万円

繰延税金資産  　
退職給付引当金 2,070百万円
ソフトウェア償却超過額 168 〃
役員退職慰労引当金 110 〃
貸倒引当金超過額 36 〃
その他 121 〃

小計 2,504百万円
評価性引当額 △264 〃

繰延税金負債との相殺 △462 〃

繰延税金資産合計 1,778百万円
　  　
繰延税金負債  　
その他有価証券評価差額金 △462百万円
その他 △1 〃

小計 △464百万円
繰延税金資産との相殺 462 〃

繰延税金負債合計 △2百万円
繰延税金資産の純額 1,776百万円

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率
との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と
なった主要な項目別の内訳

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率
との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と
なった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.5％
（調整）  　
交際費等永久に損金に算入さ
れない項目

0.7％

受取配当金等永久に益金に算
入されない項目

△1.3％

住民税均等割等 1.3％
試験研究費税額控除 △4.8％
評価性引当額 △58.3％
税効果会計適用後の法人税等
の負担率

△21.9％

法定実効税率 40.5％
（調整）  　
交際費等永久に損金に算入さ
れない項目

0.6％

受取配当金等永久に益金に算
入されない項目

△1.3％

住民税均等割等 1.1％
試験研究費税額控除 △5.0％
還付住民税等 △3.4％
評価性引当額 1.3％
税効果会計適用後の法人税等
の負担率

33.8％
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

　
船舶港湾
機器事業
(百万円)

油空圧
機器事業
(百万円)

流体
機器事業
(百万円)

防衛・通信
機器事業
(百万円)

その他の
事業

(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社

(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益         

売上高       　  

(1）外部顧客に対する売上高 9,427 14,176 2,328 16,735 4,142 46,808 － 46,808

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
98 108 0 57 1,394 1,657 (1,657) －

計 9,525 14,284 2,329 16,792 5,535 48,465 (1,657) 46,808

営業費用 8,885 12,379 2,005 16,252 5,662 45,181 (1,657) 43,525

営業利益又は営業損失（△） 641 1,906 324 540 △127 3,284 (－) 3,284

Ⅱ　資産、減価償却費及び資本的支出         

資産 5,583 11,914 1,863 16,862 7,962 44,184 4,630 48,814

減価償却費 40 228 14 501 40 824 － 824

資本的支出 25 266 14 361 123 789 － 789

　（注）１　事業区分は、製品等の種類の類似性に基づき区分しております。
２　各事業の主な製品等

(1）船舶港湾機器事業……船舶港湾機器
(2）油空圧機器事業………産業機械用油圧機器・装置、建機・車両用油圧機器、建機用電子機器、油圧応用装置
(3）流体機器事業…………流体機器
(4）防衛・通信機器事業…アビオニックス機器、航空用電子機器、艦艇機器、車両機器、海上交通機器、通信機器
(5）その他の事業…………検品機器、道路関連機器、トンネル関連機器、鉄道用測定機器、防災機器、情報処理業

務、総合リース業、ファクタリング業、荷造・梱包業、保険代理業、不動産の管理ほか
３　当連結会計年度における営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用はありません。
４　資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産（8,515 百万円）の主なものは、連結財務諸表提出会社で
の余資運用資金（現金及び預金）、長期投資資金（投資有価証券）等であります。

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　
船舶港湾
機器事業
(百万円)

油空圧
機器事業
(百万円)

流体
機器事業
(百万円)

防衛・通信
機器事業
(百万円)

その他の
事業

(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社

(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益         

売上高       　  

(1）外部顧客に対する売上高 11,578 14,561 2,196 18,685 4,301 51,321 － 51,321

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
80 105 4 71 1,563 1,823 (1,823) －

計 11,658 14,666 2,200 18,756 5,864 53,144 (1,823) 51,321

営業費用 10,374 12,852 1,995 18,304 5,771 49,296 (1,823) 47,473

営業利益 1,285 1,813 206 452 93 3,848 (－)  3,848

Ⅱ　資産、減価償却費及び資本的支出         

資産 6,559 12,064 1,731 17,266 8,154 45,774 3,129 48,903

減価償却費 69 307 16 668 61 1,121 － 1,121

資本的支出 67 301 12 448 121 949 － 949

　（注）１　事業区分は、製品等の種類の類似性に基づき区分しております。
２　各事業の主な製品等

(1）船舶港湾機器事業……船舶港湾機器
(2）油空圧機器事業………産業機械用油圧機器・装置、建機・車両用油圧機器、建機用電子機器、油圧応用装置
(3）流体機器事業…………流体機器
(4）防衛・通信機器事業…アビオニックス機器、航空用電子機器、艦艇機器、車両機器、海上交通機器、通信機器
(5）その他の事業…………検品機器、道路関連機器、トンネル関連機器、鉄道用測定機器、防災機器、情報処理業

務、総合リース業、ファクタリング業、荷造・梱包業、保険代理業、不動産の管理ほか
３　当連結会計年度における営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用はありません。
４　資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産（7,688 百万円）の主なものは、連結財務諸表提出会社で
の余資運用資金（現金及び預金）、長期投資資金（投資有価証券）等であります。

　
５　会計方針の変更
　（当連結会計年度）
　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４．（２）①に記載のとおり、当連結会計年度より、
平成19年４月１日以降に取得した有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更
しております。これによるセグメント情報に与える影響は軽微であります。

６　追加情報
　（当連結会計年度）
　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４．（２）①に記載のとおり、平成19年３月31日以
前に取得した資産については、改正前の法人税法に基づく減価償却の方法の適用により取得価額の５％に到
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達した連結会計年度の翌連結会計年度より、取得価額の５％相当額と備忘価額との差額を５年間にわたり均
等償却し、減価償却費に含めて計上しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて営業費
用は船舶港湾機器事業が８百万円、油空圧機器事業が66百万円、流体機器事業が１百万円、防衛・通信機器事
業が94百万円、その他の事業が23百万円増加し、営業利益が同額減少しております。

　

【所在地別セグメント情報】

　前連結会計年度については、全セグメントの売上高の合計及び資産の合計額に占める本国の割合がいずれも

90％を超えているため、記載を省略しております。

　当連結会計年度については、全セグメントの売上高の合計及び資産の合計額に占める本国の割合がいずれも

90％を超えているため、記載を省略しております。

【海外売上高】

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

　
アジア
（百万円）

欧州
（百万円）

米州
（百万円）

その他
（百万円）

合計
（百万円）

Ⅰ　海外売上高 4,307 804 895 36 6,042

Ⅱ　連結売上高     46,808

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高

の割合（％）
9.2 1.7 1.9 0.1 12.9

　（注）１　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

２　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

３　本邦以外の区分に属する主な国又は地域

(1）アジア……………韓国、中国、台湾

(2）欧州………………ノルウェー、トルコ、ギリシャ

(3）米州………………アメリカ、カナダ

(4）その他の地域……オーストラリア、南アフリカ

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　
アジア
（百万円）

欧州
（百万円）

米州
（百万円）

その他
（百万円）

合計
（百万円）

Ⅰ　海外売上高 5,127 1,055 877 39 7,099

Ⅱ　連結売上高     51,321

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高

の割合（％）
10.0 2.1 1.7 0.1 13.8

　（注）１　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

２　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

３　本邦以外の区分に属する主な国又は地域

(1）アジア……………韓国、中国、台湾

(2）欧州………………ノルウェー、オランダ、トルコ

(3）米州………………アメリカ、カナダ

(4）その他の地域……南アフリカ、オーストラリア
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【関連当事者との取引】

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

役員及び個人主要株主等

属性 氏名 職業
議決権等の所有
（被所有）割合

（％）
取引の内容

取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）

役員及び近親者 前沢　淳一

当社取締役

三菱重工業㈱

代表取締役

（取締役副社長）

（被所有）

―

三菱重工業㈱

との営業取引

当社製品の販売 1,196 売掛金   239

部品の仕入 95 買掛金 56

　（注）１　取引条件ないし取引条件の決定方法等は一般取引先と同様であります。

２　三菱重工業㈱との取引はいわゆる第三者のための取引であります。

３　上記金額のうち、取引金額には消費税等を含まず、期末残高には消費税等を含んでおります。

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

役員及び個人主要株主等

属性 氏名 職業
議決権等の所有
（被所有）割合

（％）
取引の内容

取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）

役員及び近親者 戸田　信雄

当社取締役

三菱重工業㈱

代表取締役

（常務執行役員）

（被所有）

―

三菱重工業㈱

との営業取引

当社製品の販売 701 売掛金   238

部品の仕入 32 買掛金 32

　（注）１　取引条件ないし取引条件の決定方法等は一般取引先と同様であります。

２　三菱重工業㈱との取引はいわゆる第三者のための取引であります。

３　戸田信雄は、平成19年６月28日付で当社取締役に就任し、平成20年２月１日付で三菱重工業㈱代表取締役から

同社取締役へ変更となっており、取引金額については当該期間の取引を、期末残高については平成20年１月

末の残高につき記載しております。

４　上記金額のうち、取引金額には消費税等を含まず、期末残高には消費税等を含んでおります。
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（１株当たり情報）

項目
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１株当たり純資産額 221.80円       237.97円

１株当たり当期純利益金額 41.63円 　　　　　27.64円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額
潜在株式がないため記載して

おりません。

同左

 

　（注）１　１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎

項目
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当期純利益（百万円） 3,548 2,357

普通株主に帰属しない金額

（利益処分による役員賞与）（百万円）
2 ―

普通株式に係る当期純利益（百万円） 3,550 2,357

普通株式の期中平均株式数（千株） 85,280 85,264

 　　　２　１株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

純資産の部の合計額（百万円） 19,063 20,440

純資産の部の合計額から控除する金額（百万円） 150 151

（うち少数株主持分） (150) (151)

普通株式に係る期末の純資産額（百万円） 18,914 20,289

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普

通株式の数（千株）
85,275 85,257
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

　該当事項はありません。

【借入金等明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 5,959 5,693 1.28 －

１年以内に返済予定の長期借入金 1,534 3,979 1.56 －

１年以内に返済予定のリース債務 － － － －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く） 5,101 2,092 1.52
平成21年４月～

平成24年５月

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く） － － － －

その他の有利子負債 － － － －

合計 12,594 11,764 － －

　（注）１　「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均率を記載しております。

２　長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く）の連結決算日後５年内における１年ごとの返済予定額は以

下のとおりであります。

１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

1,145 709 178 60

（２）【その他】

　該当事項はありません。
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

　 　
前事業年度

（平成19年３月31日）
当事業年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（資産の部） 　       

Ⅰ　流動資産 　       

１　現金及び預金 　  4,252   3,498  

２　受取手形 ＊4,5  4,883   4,342  

３　売掛金 ＊４  9,768   12,274  

４　商品 　  36   112  

５　製品 　  413   595  

６　半製品 　  439   494  

７　部品 　  3,806   4,224  

８　原材料 　  140   137  

９　仕掛品 　  6,238   4,874  

10　前渡金 　  76   163  

11　前払費用 　  95   104  

12　繰延税金資産 　  607   580  

13　関係会社短期貸付金 　  403   184  

14　未収入金 　  332   402  

15　その他 　  141   168  

貸倒引当金 　  △69   △14  

流動資産合計 　  31,560 70.4  32,137 72.0
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前事業年度

（平成19年３月31日）
当事業年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

Ⅱ　固定資産 　       

１　有形固定資産 　       

(1）建物 ＊１ 11,854   11,822   

減価償却累計額 　 9,295 2,559  9,422 2,400  

(2）構築物 　 798   797   

減価償却累計額 　 710 88  716 81  

(3）機械及び装置 ＊１ 13,537   13,500   

減価償却累計額 　 11,960 1,577  12,042 1,457  

(4）車両及び陸上運搬具 　 54   51   

減価償却累計額 　 47 7  46 4  

(5）工具器具及び備品 ＊１ 8,242   8,164   

減価償却累計額 　 7,646 595  7,526 639  

(6）土地 ＊１  1,872   1,871  

(7）建設仮勘定 　  31   71  

有形固定資産合計 　  6,729 15.0  6,523 14.6

２　無形固定資産 　       

(1）のれん 　  98   65  

(2）ソフトウェア 　  7   3  

(3）その他 　  0   0  

無形固定資産合計 　  105 0.2  69 0.2

３　投資その他の資産 　       

(1）投資有価証券 　  3,256   2,368  

(2）関係会社株式 　  798   798  

(3）関係会社長期貸付金 　  82   198  

(4）更生債権等 　  6   24  

(5）長期前払費用 　  26   42  

(6）差入保証金 　  1,013   1,020  

(7）繰延税金資産 　  1,461   1,649  

(8）その他 　  84   87  

貸倒引当金 　  △55   △76  

関係会社投資評価損引当
金

　  △232   △225  

投資その他の資産合計 　  6,440 14.4  5,886 13.2

固定資産合計 　  13,275 29.6  12,478 28.0

資産合計 　  44,835 100.0  44,615 100.0
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前事業年度

（平成19年３月31日）
当事業年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（負債の部） 　       

Ⅰ　流動負債 　       

１　支払手形 　  1,082   1,053  

２　買掛金 ＊４  6,866   7,784  

３　短期借入金 ＊１  6,717   7,662  

４　未払金 　  479   396  

５　未払費用 ＊４  1,426   1,606  

６　未払法人税等 　  1,542   371  

７　前受金 　  20   282  

８　預り金 　  188   201  

９　賞与引当金 　  866   970  

10　その他 　  8   8  

流動負債合計 　  19,194 42.8  20,334 45.6

Ⅱ　固定負債 　       

１　長期借入金 　  4,101   2,092  

２　退職給付引当金 　  5,193   4,789  

３　役員退職慰労引当金 　  198   201  

固定負債合計 　  9,492 21.2  7,082 15.9

負債合計 　  28,685 64.0  27,416 61.5

（純資産の部） 　       

Ⅰ　株主資本 　       

１　資本金 　  7,218 16.1  7,218 16.2

２　利益剰余金 　       

(1）利益準備金 　 60   102   

(2）その他利益剰余金 　       

繰越利益剰余金 　 7,730   9,249   

利益剰余金合計 　  7,789 17.3  9,351 20.9

３　自己株式 　  △18 △0.0  △23 △0.0

株主資本合計 　  14,989 33.4  16,546 37.1

Ⅱ　評価・換算差額等 　       

１　その他有価証券評価差額金 　  1,160 2.6  653 1.4

評価・換算差額等合計 　  1,160 2.6  653 1.4

純資産合計 　  16,149 36.0  17,199 38.5

負債純資産合計 　  44,835 100.0  44,615 100.0
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②【損益計算書】

　 　
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高 　       

１　製品売上高 　 39,396   43,935   

２　商品売上高 　 2,786 42,183 100.0 2,930 46,866 100.0

Ⅱ　売上原価 　       

１　製品期首棚卸高 　 401   413   

２　商品期首棚卸高 　 60   36   

３　当期製品製造原価 ＊２ 29,944   33,984   

４　当期商品仕入高 　 2,414   2,549   

合計 　 32,819   36,982   

５　製品期末棚卸高 　 413   595   

６　商品期末棚卸高 　 36   112   

合計 　 448 32,371 76.7 707 36,275 77.4

売上総利益 　  9,812 23.3  10,591 22.6

Ⅲ　販売費及び一般管理費 　       

１　荷造運搬費 　 528   594   

２　販売手数料 　 408   424   

３　特許権使用料 　 132   140   

４　役員報酬 　 130   139   

５　給料・賃金手当 　 1,308   1,316   

６　退職給付費用 　 469   443   

７　賞与引当金繰入額 　 348   385   

８　役員退職慰労引当金繰入
額

　 37   50   

９　福利厚生費 　 61   70   

10　旅費交通費 　 263   279   

11　賃借料 　 372   361   

12　事務委託費 　 444   535   

13　減価償却費 　 42   43   

14　貸倒引当金繰入額 　 14   ―   

15　研究開発費 ＊２ 1,851   1,984   

16　その他 　 991 7,399 17.6 1,029 7,791 16.6

営業利益 　  2,412 5.7  2,800 6.0
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前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅳ　営業外収益 　       

１　受取利息 　 22   37   

２　受取配当金 ＊１ 128   158   

３　設備賃貸料 ＊１ 481   478   

４　その他 ＊１ 189 819 2.0 183 857 1.8

Ⅴ　営業外費用 　       

１　支払利息 　 187   190   

２　賃貸設備費用 　 242   241   

３　棚卸資産処分損 　 216   177   

４　その他 　 29 675 1.6 60 668 1.4

経常利益 　  2,557 6.1  2,988 6.4

Ⅵ　特別利益 　       

１　固定資産売却益 ＊３ 0   12   

２　投資有価証券売却益 　 2   ―   

３　貸倒引当金戻入益 　 5   34   

４　関係会社投資評価損引当
金戻入額

　 ― 7 0.0 7 53 0.1

Ⅶ　特別損失 　       

１　固定資産売却及び除却損 ＊４ 42   33   

２　投資有価証券評価損 　 116   53   

３　関係会社投資評価損引当
金繰入額

　 35 194 0.5 ― 85 0.2

税引前当期純利益 　  2,370 5.6  2,956 6.3

法人税、住民税及び事
業税

　 1,373   915   

還付住民税等 　 ―   △119   

法人税等調整額 　 △2,097 △724 △1.7 172 968 2.1

当期純利益 　  3,094 7.3  1,988 4.2
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製造原価明細書

　 　
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

Ⅰ　材料費 　 13,113 41.6 14,005 40.7

Ⅱ　労務費 　 7,158 22.7 7,427 21.6

Ⅲ　製造経費 (注1) 11,233 35.7 12,982 37.7

当期総製造費用 　 31,504 100.0 34,414 100.0

半製品仕掛品期首棚卸高 　 6,693  6,677  

合計 　 38,197  41,091  

他勘定振替高 (注2) 1,576  1,739  

半製品仕掛品期末棚卸高 　 6,677  5,368  

当期製品製造原価 　 29,944  33,984  

　 　     

　
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

注１ 製造経費の主な内訳は次のとおりであります。 製造経費の主な内訳は次のとおりであります。

　
外注加工費 5,504百万円

外注工事代 1,130　〃

減価償却費 459　〃

計 7,094百万円

外注加工費   6,598百万円

外注工事代 1,088　〃

減価償却費 726　〃

計 8,412百万円

注２ 他勘定振替高は次のとおりであります。 他勘定振替高は次のとおりであります。

　
建設仮勘定から振替 △8百万円

処分損へ振替 216　〃

研究開発費へ振替 1,256　〃

固定資産へ振替 111　〃

計 1,576百万円

建設仮勘定へ振替 40百万円

処分損へ振替 177　〃

研究開発費へ振替 1,327　〃

固定資産へ振替 194　〃

計 1,739百万円

原価計算の方法

原価計算方式は原則として個別原価計算法によっております。労務費及び製造経費は予定配賦を行い、予定額と

実際発生額との差額は期末において調整を行っております。
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

 

株主資本

資本金

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

繰越利益剰余金

平成18年３月31日　残高
（百万円）

7,218 34 4,917 4,951 △15 12,154

事業年度中の変動額       

利益準備金の積立（注） ― 26 △26 ― ― ―

剰余金の配当（注） ― ― △256 △256 ― △256

当期純利益 ― ― 3,094 3,094 ― 3,094

自己株式の取得 ― ― ― ― △3 △3

株主資本以外の項目の事業年
度中の変動額（純額）

― ― ― ― ― ―

事業年度中の変動額合計
（百万円）

― 26 2,813 2,838 △3 2,835

平成19年３月31日　残高
（百万円）

7,218 60 7,730 7,789 △18 14,989

 

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額
等合計

平成18年３月31日　残高
（百万円）

1,373 1,373 13,527

事業年度中の変動額    

利益準備金の積立（注） ― ― ―

剰余金の配当（注） ― ― △256

当期純利益 ― ― 3,094

自己株式の取得 ― ― △3

株主資本以外の項目の事業年
度中の変動額（純額）

△212 △212 △212

事業年度中の変動額合計
（百万円）

△212 △212 2,622

平成19年３月31日　残高
（百万円）

1,160 1,160 16,149

 （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。

当事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

 

株主資本

資本金

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

繰越利益剰余金

平成19年３月31日　残高
（百万円）

7,218 60 7,730 7,789 △18 14,989

事業年度中の変動額       

利益準備金の積立 ― 43 △43 ― ― ―

剰余金の配当 ― ― △426 △426 ― △426

当期純利益 ― ― 1,988 1,988 ― 1,988

自己株式の取得 ― ― ― ― △5 △5

株主資本以外の項目の事業年
度中の変動額（純額）

― ― ― ― ― ―

事業年度中の変動額合計
（百万円）

― 43 1,519 1,562 △5 1,557

平成20年３月31日　残高
（百万円）

7,218 102 9,249 9,351 △23 16,546
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評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額
等合計

平成19年３月31日　残高
（百万円）

1,160 1,160 16,149

事業年度中の変動額    

利益準備金の積立 ― ― ―

剰余金の配当 ― ― △426

当期純利益 ― ― 1,988

自己株式の取得 ― ― △5

株主資本以外の項目の事業年
度中の変動額（純額）

△507 △507 △507

事業年度中の変動額合計
（百万円）

△507 △507 1,049

平成20年３月31日　残高
（百万円）

653 653 17,199
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重要な会計方針

　
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１　有価証券の評価基準及び

評価方法

(1）子会社株式及び関連会社株式

総平均法による原価法

(1）子会社株式及び関連会社株式

同左

 (2）その他有価証券

時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定）

(2）その他有価証券

時価のあるもの

同左

 時価のないもの

総平均法による原価法

時価のないもの

同左

２　棚卸資産の評価基準及び

評価方法

(1）商品、製品、半製品、仕掛品

個別法による原価法

(1）商品、製品、半製品、仕掛品

同左

 (2）部品、原材料

先入先出法による原価法

(2）部品、原材料

同左

３　固定資産の減価償却方法 (1）有形固定資産

平成10年４月１日以降取得した建物

（建物附属設備を除く）については

定額法によっております。その他の有

形固定資産については定率法によっ

ております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。

建物　　　　　　　　８年～65年

機械及び装置　　　　４年～11年

工具器具及び備品　　２年～15年

(1）有形固定資産

平成10年４月１日以降取得した建物

（建物附属設備を除く）については

定額法によっております。その他の有

形固定資産については定率法によっ

ております。

 なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。

建物　　　　　　　　８年～65年

機械及び装置　　　　４年～11年

工具器具及び備品　　２年～15年
 　

　

　

 （会計方針の変更）

法人税法の改正に伴い、当事業年度よ

り、平成19年４月１日以降に取得した

有形固定資産について、改正後の法人

税法に基づく減価償却の方法に変更

しております。

これによる損益に与える影響は軽微

であります。

 （追加情報）

法人税法の改正に伴い、平成19年３月

31日以前に取得した資産については、

改正前の法人税法に基づく減価償却

の方法の適用により取得価額の５％

に到達した事業年度の翌事業年度よ

り、取得価額の５％相当額と備忘価額

との差額を５年間にわたり均等償却

し、減価償却費に含めて計上しており

ます。

この変更に伴い、当事業年度の減価償

却費は従来の方法によった場合と比

較して218百万円増加し、営業利益、経

常利益及び税引前当期純利益がそれ

ぞれ176百万円減少しております。
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前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

 (2）無形固定資産

定額法によっております。

なお、のれんについては５年間の定額

法、また、ソフトウェアについては、社

内における利用可能期間（５年）に

基づく定額法によっております。

(2）無形固定資産

同左

　

４　引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

債権等の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上しております。

(1）貸倒引当金

同左

 (2）関係会社投資評価損引当金

関係会社に対する投資の損失に備え

るため、投資先の財政状態を勘案して

計上しております。

(2）関係会社投資評価損引当金

同左

 (3）賞与引当金

従業員に支給する賞与に備えるため、

過去の支給実績を勘案し当事業年度

に負担すべき支給見込額を計上して

おります。

(3）賞与引当金

同左

 (4）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき、当事業年

度末に発生していると認められる額

を計上しております。

会計基準変更時差異（7,537百万円）

については、10年による均等額を費用

処理しております。

数理計算上の差異は、発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の一定年数

（10年）による定率法により、翌事業

年度から費用処理しております。

(4）退職給付引当金

同左

 (5）役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額を計上

しております。

(5）役員退職慰労引当金

同左

５　外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替

相場により円貨に換算し、換算差額は損益

として処理しております。

同左

６　リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。

同左
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前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

７　ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

 長期借入金の金利変動リスクを回避

する目的で一部金利スワップ取引を

利用し、ヘッジ会計を適用しておりま

す。金利スワップは特例処理の要件を

満たしているので特例処理を採用し

ております。

(1）ヘッジ会計の方法 

同左

 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象

 当事業年度にヘッジ会計を適用した

ヘッジ手段とヘッジ対象は以下のと

おりであります。

 ヘッジ手段……金利スワップ

 ヘッジ対象……長期借入金の利息

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

 (3）ヘッジ方針

 デリバティブ取引に関する権限規程

及び取引限度額等を定めた内部規程

に基づき、ヘッジ対象に係る金利変動

リスクを一定の範囲内でヘッジして

おります。

(3）ヘッジ方針

同左

 (4）ヘッジ有効性評価の方法

 金利スワップの特例処理の要件を満

たしているので、有効性の評価を省略

しております。

(4）ヘッジ有効性評価の方法

同左

８　その他財務諸表作成のた

めの重要な事項

(1）消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は

税抜方式によっております。

(1）消費税等の会計処理

同左

 (2）連結納税制度の適用

連結納税制度を適用しております。

(2）連結納税制度の適用

同左

会計処理方法の変更

前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 　

―――――――

当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月
９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号　

平成17年12月９日）を適用しております。
　これまでの資本の部の合計に相当する金額は16,149百万
円であります。

　なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部につ

いては、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の財務諸表

等規則により作成しております。
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表示方法の変更

前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

（貸借対照表） 　

前事業年度において、「営業権」として掲記されてい

たものは、当事業年度から「のれん」と表示しておりま

す。

―――――――

  
（損益計算書） 　

１　　前事業年度まで「受取利息」及び「受取配当金」は、

営業外収益の「受取利息及び配当金」に一括して表示

しておりましたが、明瞭性を高めるため、当事業年度よ

り区分掲記しております。

　なお、前事業年度の「受取利息及び配当金」の内訳は

以下のとおりであります。

　　受取利息　　 15百万円
　　受取配当金　128百万円

２　　前事業年度まで区分掲記しておりました「経営指導

料」（当期14百万円）は、営業外収益の総額の100分の
10以下となったため、営業外収益の「その他」に含め
て表示しております。

３　　前事業年度まで区分掲記しておりました「外貨換算差

損」（当期20百万円）は、営業外費用の総額の100分の
10以下となったため、営業外費用の「その他」に含め
て表示しております。

―――――――
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注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成19年３月31日）

当事業年度
（平成20年３月31日）

＊１　担保資産

(1）工場財団

＊１　　　　　　　　―――――――

　

建物 2,078百万円

その他（土地・機械装置等） 1,828　〃

計 3,906百万円

　 　

　     

　    

(2）担保資産に対応する債務 　

短期借入金 277百万円 　 　

　２　保証債務 　２　保証債務

従業員の借入金に対する支払保

証
20百万円

関係会社㈱トキメック情報シス

テムズの短期借入金及び長期借

入金に対する連帯保証

1,646　〃

関係会社㈱トキメック自動建機

の短期借入金に対する連帯保証
130　〃

関係会社

TOKIMEC KOREA POWER 

CONTROL CO.,LTD.の短期借入

金に対する連帯保証

122　〃

計 1,918百万円

従業員の借入金に対する支払保

証
  18百万円

関係会社㈱トキメック情報シス

テムズの短期借入金及び長期借

入金に対する連帯保証

   1,880　〃

関係会社㈱トキメック自動建機

の短期借入金に対する連帯保証
130　〃

関係会社

TOKIMEC KOREA POWER 

CONTROL CO.,LTD.の短期借入

金に対する連帯保証

　137　〃

計    2,165百万円

　３　受取手形割引高 　 6百万円 　３　　　　　　　　――――――― 　 　

＊４　関係会社に係る注記 ＊４　関係会社に係る注記

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対するものは次のとおりであります。

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対するものは次のとおりであります。

受取手形及び売掛金 1,821百万円

買掛金 3,627　〃

受取手形及び売掛金 1,752百万円

買掛金  4,247　〃

未払費用  571　〃

＊５　期末日満期手形

期末日満期手形の会計処理については、手形交換日

をもって決済処理をしております。なお、当事業年

度の末日は金融機関の休日であったため、次の期末

日満期手形が期末残高に含まれております。

＊５　　　　　　　　―――――――

　

受取手形 395百万円 　   
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（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

＊１　関係会社との取引は以下のとおりであります。 ＊１　関係会社との取引は以下のとおりであります。

設備賃貸料 473百万円

その他営業外収益 172　〃

受取配当金 104百万円

設備賃貸料 469　〃

その他営業外収益 93　〃

＊２　研究開発費の総額は次のとおりであります。 ＊２　研究開発費の総額は次のとおりであります。

一般管理費及び当期製造費用に

含まれる研究開発費
2,348百万円

一般管理費及び当期製造費用に

含まれる研究開発費
2,469百万円

＊３　固定資産売却益の主なものは、工具器具及び備品の

売却によるものであります。

＊３　固定資産売却益の主なものは、土地の売却によるも

のであります。

＊４　固定資産売却及び除却損の内訳は次のとおりであり

ます。

＊４　固定資産売却及び除却損の内訳は次のとおりであり

ます。

建物除却損 8百万円

構築物除却損 0　〃

機械及び装置除却損 21　〃

車両及び陸上運搬具除却損 0　〃

工具器具及び備品除却損 13　〃

計 42百万円

建物除却損 4百万円

構築物除却損 0　〃

機械及び装置除却損 11　〃

車両及び陸上運搬具除却損 0　〃

工具器具及び備品除却損 18　〃

計 33百万円

（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末
株式数
（千株）

当事業年度
増加株式数
（千株）

当事業年度
減少株式数
（千株）

当事業年度末
株式数
（千株）

普通株式（注） 96 12 ― 108

合計 96 12 ― 108

 （注）普通株式の自己株式の株式数増加12千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

当事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末
株式数
（千株）

当事業年度
増加株式数
（千株）

当事業年度
減少株式数
（千株）

当事業年度末
株式数
（千株）

普通株式（注） 108 17 ― 125

合計 108 17 ― 125

 （注）普通株式の自己株式の株式数増加17千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。
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（リース取引関係）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

（借主側）

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

（借主側）

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

　 　
機械及び

装置
　 　

工具器具

及び備品
　 合計

取得価額相

当額
　 217百万円　 　 540百万円　 756百万円

減価償却累

計額相当額
　 114　〃 　 　 211　〃 　 325　〃

期末残高相

当額
　 103百万円　 　 328百万円　 431百万円

　 　
機械及び

装置
　 　

工具器具

及び備品
　 合計

取得価額相

当額
　 312百万円　 　 536百万円　 848百万円

減価償却累

計額相当額
　 145　〃 　 　 250　〃 　 394　〃

期末残高相

当額
　 167百万円　 　 287百万円　 454百万円

②　未経過リース料期末残高相当額等

　　未経過リース料期末残高相当額

②　未経過リース料期末残高相当額等

　　未経過リース料期末残高相当額

１年内 139百万円

１年超 308　〃

計 447百万円

１年内 145百万円

１年超 326　〃

計 472百万円

③　支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額及び支払利息相当額及び減損損失

③　支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額及び支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 177百万円

減価償却費相当額 156　〃

支払利息相当額 20　〃

支払リース料 175百万円

減価償却費相当額 155　〃

支払利息相当額 22　〃

④　減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

④　減価償却費相当額の算定方法

同左

⑤　利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。

⑤　利息相当額の算定方法

同左

２　オペレーティング・リース取引

（借主側）

２　オペレーティング・リース取引

（借主側）

未経過リース料 未経過リース料

１年内 504百万円

１年超 4,032　〃

計 4,536百万円

１年内 504百万円

１年超 3,528　〃

計 4,032百万円

（減損損失について）

リース資産に配分された減損損失はありません。

（減損損失について）

同左

（有価証券関係）

前事業年度（平成19年３月31日）

　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

当事業年度（平成20年３月31日）

　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

EDINET提出書類

株式会社トキメック(E02266)

有価証券報告書

74/89



（税効果会計関係）

前事業年度
（平成19年３月31日）

当事業年度
（平成20年３月31日）

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

(1）流動の部 (1）流動の部

繰延税金資産  　

賞与引当金 351百万円

棚卸資産評価損 286 〃

未払事業税 115 〃

その他 59 〃

小計 811百万円

評価性引当額 △204百万円

繰延税金資産合計 607百万円

繰延税金資産の純額 607百万円

繰延税金資産  　

賞与引当金 393百万円

棚卸資産評価損 260 〃

未払事業税 35 〃

その他 77 〃

小計 765百万円

評価性引当額 △185百万円

繰延税金資産合計 580百万円

繰延税金資産の純額 580百万円

(2）固定の部 (2）固定の部

繰延税金資産  　

退職給付引当金 2,103百万円

関係会社投資評価損引当金 94 〃

役員退職慰労引当金 80 〃

貸倒引当金超過額 22 〃

その他 185 〃

小計 2,484百万円

評価性引当額 △234百万円

繰延税金負債との相殺 △790百万円

繰延税金資産合計 1,461百万円

　  　

繰延税金負債  　

その他有価証券評価差額金 △790百万円

小計 △790百万円

繰延税金資産との相殺 790百万円

繰延税金負債合計 ―百万円

繰延税金資産の純額 1,461百万円

繰延税金資産  　

退職給付引当金 1,939百万円

ソフトウェア償却超過額 168 〃

関係会社投資評価損引当金 91 〃

役員退職慰労引当金 81 〃

貸倒引当金超過額 30 〃

その他 112 〃

小計 2,423百万円

評価性引当額 △317百万円

繰延税金負債との相殺 △457百万円

繰延税金資産合計 1,649百万円

　  　

繰延税金負債  　

その他有価証券評価差額金 △457百万円

小計 △457百万円

繰延税金資産との相殺 457百万円

繰延税金負債合計 ―百万円

繰延税金資産の純額 1,649百万円

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.5％

（調整）  　

交際費等永久に損金に算入さ

れない項目
0.6％

受取配当金等永久に益金に算

入されない項目
△1.6％

住民税均等割等 1.4％

試験研究費の特別控除 △5.9％

評価性引当額 △65.6％

税効果会計適用後の法人税等

の負担率
△30.6％

法定実効税率 40.5％

（調整）  　

交際費等永久に損金に算入さ

れない項目
0.6％

受取配当金等永久に益金に算

入されない項目
△1.6％

住民税均等割等 1.1％

試験研究費の特別控除 △6.0％

還付住民税等 △4.0％

評価性引当額 2.1％

税効果会計適用後の法人税等

の負担率
32.7％
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（１株当たり情報）

項目
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１株当たり純資産額    189.38円 201.73円

１株当たり当期純利益金額 36.28円 23.32円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額
潜在株式がないため記載して

おりません。

同左

 

　（注）１　１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎

項目
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当期純利益（百万円） 3,094 1,988

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ―

普通株式に係る当期純利益（百万円） 3,094 1,988

普通株式の期中平均株式数（千株） 85,280 85,264

 　　　 ２　１株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

純資産の部の合計額（百万円） 16,149 17,199

純資産の部の合計額から控除する金額（百万円） ― ―

普通株式に係る期末の純資産額（百万円） 16,149 17,199

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普

通株式の数（千株）
85,275 85,257
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（百万円）

投資有価証券
その他

有価証券

㈱三菱UFJフィナンシャル・グループ 569,060 489

㈱商船三井 359,310 433

㈱横浜銀行 314,562 213

ニッセイ同和損害保険㈱ 338,319 173

㈱みなと銀行 665,000 133

㈱アイチコーポレーション 160,778 119

英和㈱ 246,840 99

極東証券㈱ 100,000 69

日精樹脂工業㈱ 108,247 52

三菱電機㈱ 60,000 52

その他株式41銘柄 1,340,742 524

計 4,262,858 2,357

【その他】

種類及び銘柄 投資口数等（口）
貸借対照表計上額
（百万円）

投資有価証券
その他

有価証券

（投資信託受益証券）   

証券投資信託受益証券（１銘柄） 2,000 11

計 2,000 11
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【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
（百万円）

当期償却額
（百万円）

差引当期末残
高（百万円）

有形固定資産        

建物 11,854 36 68 11,822 9,422 191 2,400

構築物 798 5 5 797 716 11 81

機械及び装置 13,537 227 264 13,500 12,042 336 1,457

車両及び陸上運搬具 54 ― 3 51 46 2 4

工具器具及び備品 8,242 320 397 8,164 7,526 259 639

土地 1,872 ― 1 1,871 ― ― 1,871

建設仮勘定 31 234 194 71 ― ― 71

有形固定資産計 36,387 822 933 36,276 29,753 800 6,523

無形固定資産        

のれん ― ― ― 163 98 33 65

ソフトウェア ― ― ― 19 15 4 3

その他 ― ― ― 0 0 0 0

無形固定資産計 ― ― ― 182 113 37 69

長期前払費用 62 36 38 60 17 19 42

（注）無形固定資産については、資産総額の１％以下であるため、「前期末残高」、「当期増加額」及び「当期減少額」

の記載を省略しております。

【引当金明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（目的使用）
（百万円）

当期減少額
（その他）
（百万円）

当期末残高
（百万円）

貸倒引当金 124 35 1 70 89

関係会社投資評価損引当金 232 ― ― 7 225

賞与引当金 866 970 866 ― 970

役員退職慰労引当金 198 50 47 ― 201

　（注）１　貸倒引当金の当期減少額（その他）は、対象となった債権の回収による取崩額０百万円、洗替額70百万円であ

ります。

　２　関係会社投資評価損引当金の当期減少額（その他）は、対象となった関係会社の財政状態の改善による取崩

しであります。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①　現金及び預金

区分 金額（百万円）

現金 5

預金の種類  

当座預金 2,423

普通預金 53

定期預金 1,005

別段預金 2

外貨預金 10

計 3,493

合計 3,498

②　受取手形

相手先 金額（百万円） 期日別 金額（百万円）

㈱マヤテック 378 平成20年４月 1,027

英和㈱ 322 ５月 1,082

TOKIMEC KOREA POWER

　CONTROL CO.,LTD.
319 ６月 949

㈱アイチコーポレーション 280 ７月 912

㈱加藤製作所 261 ８月 302

その他 2,782 ９月 70

合計 4,342 合計 4,342
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③　売掛金

相手先 金額（百万円）

日本電気㈱ 1,888

東芝ファイナンス㈱

（ファクタリング取引による債権譲渡先）
669

㈱テックス 608

海上保安庁 562

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱（一括支払信託） 495

その他 8,053

合計 12,274

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

前期繰越高

（百万円）

当期発生高

（百万円）

当期回収高

（百万円）

次期繰越高

（百万円）
回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)
(C)

─────
(A) ＋ (B)

× 100

(A) ＋ (D)
─────
２

──────
(B)

─────
366

9,768 48,872 46,366 12,274 79.1 83

　（注）上記金額には消費税等が含まれております。

④　商品・製品・半製品・部品・原材料・仕掛品

区分
商品

（百万円）
製品

（百万円）
半製品
（百万円）

部品
（百万円）

原材料
（百万円）

仕掛品
（百万円）

合計
（百万円）

船舶港湾機器事業 105 186 186 740 ― 416 1,633

油空圧機器事業 1 338 232 936 114 398 2,019

流体機器事業 ― 10 31 140 ― 17 199

防衛・通信機器事業 6 2 38 2,201 23 3,807 6,077

その他の事業 ― 59 7 207 ― 236 508

合計 112 595 494 4,224 137 4,874 10,435

⑤　支払手形

相手先 金額（百万円） 期日別 金額（百万円）

ジャパン・ハムワージ㈱ 236 平成20年４月 280

㈱スガサワ 117 ５月 216

㈱タモット 48 ６月 255

㈱豊國 20 ７月 244

南川商事㈱ 15 ８月 31

その他 616 ９月 28

合計 1,053 合計 1,053

⑥　買掛金
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相手先 金額（百万円）

㈱トキメック情報システムズ 3,642

㈱テックス 237

沖ソフトウェア㈱ 202

㈱トキメックアビエーション 193

㈱トキメックパワーシステムズ 166

その他 3,344

合計 7,784

　（注）関係会社㈱トキメック情報システムズに対する買掛金残高は、当社の仕入先が当社に対する売上債権の一部を同

社に債権譲渡し、当該支払業務を同社に委託した支払債務であります。

⑦　短期借入金

借入先 金額（百万円）

㈱横浜銀行 1,034

農林中央金庫 781

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 673

㈱三井住友銀行 520

㈱肥後銀行 500

㈱みなと銀行 450

㈱群馬銀行 370

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 355

一年内返済予定の長期借入金 2,979

合計 7,662

⑧　長期借入金

借入先 金額（百万円）

㈱三井住友銀行 561

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 485

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 342

㈱横浜銀行 212

農林中央金庫 194

その他 298

合計 2,092

　（注）一年内返済予定の長期借入金は、短期借入金に含めて記載しております。

⑨　退職給付引当金

 区分 金額（百万円）

退職給付債務 12,056

年金資産残高 △4,608

会計基準変更時差異の未処理額 △1,507

未認識数理計算上の差異 △1,152

EDINET提出書類

株式会社トキメック(E02266)

有価証券報告書

81/89



 区分 金額（百万円）

合計 4,789

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類
１株券、100株券、500株券、1,000株券、10,000株券、100,000株券

100株未満及び100,000株を超える株式についてはその株数を表示した株券

剰余金の配当の基準日 ３月31日

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換え 　

取扱場所
東京都千代田区丸の内１丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内１丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　全国各支店

野村證券株式会社　　　　　　全国本支店

名義書換手数料 無料

新券交付手数料 １枚につき250円

単元未満株式の買取り 　

取扱場所
東京都千代田区丸の内１丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内１丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　全国各支店

野村證券株式会社　　　　　　全国本支店

買取手数料 当社の株式取扱規則に定める金額

公告掲載方法 日本経済新聞

株主に対する特典 なし

 （注）当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、取得請求権付株式の取得を請

求する権利、募集株式又は募集新株予約権の割当てを受ける権利以外の権利を有しておりません。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1） 有価証券報告書及び

その添付書類

事業年度

（第76期）

自　平成18年４月１日

至　平成19年３月31日

平成19年６月28日

関東財務局長に提出

(2） 有価証券報告書の

訂正報告書

　

　

　

　

平成19年10月30日

関東財務局長に提出

事業年度（第76期）（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報

告書であります。

(3） 半期報告書
（第77期中）

自　平成19年４月１日

至　平成19年９月30日

平成19年12月14日

関東財務局長に提出

(4） 臨時報告書 　

　

　

　

平成20年３月28日

関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号(代表取締役の異動)の規定に基づく臨時報告

書であります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。

EDINET提出書類

株式会社トキメック(E02266)

有価証券報告書

85/89



独立監査人の監査報告書

   平成19年６月28日

株式会社　トキメック    

 取締役会　御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 中野　眞一　　　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 五十幡　理一郎　　印

　当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社ト

キメックの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結

損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この

連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明すること

にある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

トキメック及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会社）が

別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

   平成20年６月27日

株式会社　トキメック    

 取締役会　御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 中野　眞一　　　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 五十幡　理一郎　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社トキメックの平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対

照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を

行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表

明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

トキメック及び連結子会社の平成20年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会社）が

別途保管しております。

EDINET提出書類

株式会社トキメック(E02266)

有価証券報告書

87/89



独立監査人の監査報告書

   平成19年６月28日

株式会社　トキメック    

 取締役会　御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 中野　眞一　　　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 五十幡　理一郎　　印

　当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社ト

キメックの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第76期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、

株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社トキ

メックの平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適

正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会社）が

別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

   平成20年６月27日

株式会社　トキメック    

 取締役会　御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 中野　眞一　　　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 五十幡　理一郎　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社トキメックの平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第77期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、

損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社トキ

メックの平成20年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適

正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会社）が

別途保管しております。

EDINET提出書類

株式会社トキメック(E02266)

有価証券報告書

89/89


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２沿革
	３事業の内容
	４関係会社の状況
	５従業員の状況

	第２事業の状況
	１業績等の概要
	２生産、受注及び販売の状況
	３対処すべき課題
	４事業等のリスク
	５経営上の重要な契約等
	６研究開発活動
	７財政状態及び経営成績の分析

	第３設備の状況
	１設備投資等の概要
	２主要な設備の状況
	３設備の新設、除却等の計画

	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	（１）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	（２）新株予約権等の状況
	（３）ライツプランの内容
	（４）発行済株式総数、資本金等の推移
	（５）所有者別状況
	（６）大株主の状況
	（７）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等

	（８）ストックオプション制度の内容

	２自己株式の取得等の状況
	株式の種類等
	（１）株主総会決議による取得の状況
	（２）取締役会決議による取得の状況
	（３）株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容
	（４）取得自己株式の処理状況及び保有状況


	３配当政策
	４株価の推移
	（１）最近５年間の事業年度別最高・最低株価
	（２）最近６月間の月別最高・最低株価

	５役員の状況
	６コーポレート・ガバナンスの状況

	第５経理の状況
	１連結財務諸表等
	（１）連結財務諸表
	①連結貸借対照表
	②連結損益計算書
	③連結株主資本等変動計算書
	④連結キャッシュ・フロー計算書
	事業の種類別セグメント情報
	所在地別セグメント情報
	海外売上高
	関連当事者との取引

	⑤連結附属明細表
	社債明細表
	借入金等明細表


	（２）その他

	２財務諸表等
	（１）財務諸表
	①貸借対照表
	②損益計算書
	③株主資本等変動計算書
	④附属明細表
	有価証券明細表
	株式
	その他
	有形固定資産等明細表
	引当金明細表


	（２）主な資産及び負債の内容
	（３）その他


	第６提出会社の株式事務の概要
	第７提出会社の参考情報
	１提出会社の親会社等の情報
	２その他の参考情報


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

